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 午前１０時００分 開  議 

 

○島軒純一議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は、議事日程第３号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○島軒純一議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可いたします。 

  一つ、（仮称）南地区中学校新設計画の進捗

状況について外１点。20番小島卓二議員。 

  〔２０番小島卓二議員登壇〕（拍手） 

○２０番（小島卓二議員） おはようございます。 

  今回の一般質問は、ただいま議長が読み上げら

れたとおりであります。 

  １つ、（仮称）南地区中学校の新設計画の進捗

状況については、市民の間では一部の方々、特

に学校関係者や小・中学校の父兄の関心事とな

っておりますが、全体の中身を熟知しているわ

けではありません。 

  米沢市議会の議会報告会の席上、参加者から南

地区中学校新設計画について質問をたびたび受

けました。いつごろできるのか、どこに建てる

のか、学区はどうなるのかなどでありますが、

わかる範囲内でお答えしております。 

  ことしの２月に新設の設置場所は「興譲館高校

北周辺に」との見出しで地元新聞に載りました。

記事を見た市民は、新聞の記事が事実として伝

わり、私が知らなかったことが議員失格のよう

な受けとめ方をされてしまいました。 

  （１）先に新聞報道があり、建設地が２カ所に

絞られたようだが、本当か。 

  次に、米沢市立学校適正規模適正配置について

お聞きいたします。 

  平成25年２月に米沢市教育委員会は、基本計画

を策定いたしました。この趣旨は、「子供たち

一人一人が社会の変化に対応し、これからの時

代を担う『生きる力』を育み、望ましい人間形

成を図ること」という視点に立ち、よりよい教

育環境の創出と質の充実を目的としております。 

  この背景には、児童生徒の減少があります。私

が小学校を卒業した昭和35年のときは、１学級

53名で、６学級がありましたので、１学年300余

名。６学年合計1,800名の児童数を数えました。 

  この時代の市内全校の児童数についてはわかり

ませんが、昭和57年の児童生徒数１万2,311人を

100とすれば、平成24年度では7,403人で、約

40％の減となっております。また、平成30年の

予想では6,558人となり、47％の減となります。

この結果、各学校とも学級数の減少となってお

ります。 

  学校教育の重要性では、子供たちは知識や学力

を身につけるだけでなく、集団の中で人間関係

を築き、学習しながら体力の向上や自立・自主

性を育み、子供の人格形成面においてもグルー

プ活動や部活動、各種行事などを通してさまざ

まな人とかかわり合いながら、社会性を育むこ

とが求められております。 

  南地区中学校の適正規模計画については、学級

数の増加により教員も増員し、各教科の専門教

員の配置が可能となります。さらに、さまざま

な競技種目の部活動を行うことができ、選択肢

がふえることとなります。 

  今回の基本計画での適正規模を各学年４学級以

上、12学級以上とされていますが、開設初年度

の南中学校の教員数は何人と考えているのか、

また事務職も含めた職員数はどのくらいになる

のかお聞きいたします。 

  適正配置計画では、将来構想を現在の８中学校

を東西南北の４中学校とするようであります。

まず最初は、南地区中学校からの計画となって

いますが、25年度中に設置場所を決めるとして
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おりましたが、いまだ決定しておりません。各

小学校区の代表者との話し合いや地元説明会を

開催してきましたが、今後の進め方についてお

知らせください。 

  26年度に設置場所を決定した場合、南地区中学

校の開校は32年度になるかと思いますが、これ

からのスケジュールについてもお聞きいたしま

す。 

  私は、開校時の生徒たちにとって大変気がかり

な点があります。平成32年度に入学する生徒た

ちは新たな校舎からスタートしますが、30年度、

31年度に二中、五中、南原中に入学した３年生、

２年生の生徒たちはどうなるのでしょうか。 

  例えば興譲小の生徒の場合、一中、二中、四中

に通学しており、それぞれの中学校の制服で通

学しております。32年度開校に当たり、興譲小

の生徒は全員一中に通うことになります。生徒

たちにとって大変な物心両面の負担となるので

はないでしょうか。このことについてどのよう

に考えているのかお聞きいたします。 

  次に、（３）南地区新設中学校の設置場所につ

いてでありますが、米坂線の内側なのか、外側

なのかに大きく分かれるところであります。イ

ンフラ未整備地区の問題点としては、上下水道

や通学路の道路整備、また排水路などの環境整

備を整えなければなりません。下水道は太田町

団地までで、以南には布設されておりません。

下水道を延伸することは可能なのか。この場合

32年度まで整備できるのかお聞きいたします。 

  一方、米坂線の内側では全てのインフラが整っ

ており、米沢市土地公社所有の５ヘクタールの

土地も手つかずの塩漬け土地となっております。

これを機会に南部土地を開発する考えはありま

せんでしょうか。米沢市長のコンパクトシティ

構想にも合致する場所だと思いますが、いかが

でしょうか。 

  次に、２、米沢市立病院の建てかえ計画につい

てお聞きいたします。 

  ６月１日から23日まで、米沢市立病院建替基本

構想についてパブリック・コメントを実施して

おります。この中で、市民アンケートや患者ア

ンケートを通じて市立病院の満足度や不満が明

らかになっております。 

  これだけで市民説明がなされたとは理解しがた

い状況と考えております。外来棟・管理棟の建

物は築後48年、入院病棟は築後29年を経過して

おります。ともに老朽化が著しく、早急に改善

が必要となっています。このために早期の建て

かえが必要なことは言うまでもありません。 

  建設ありきとして問題点をお聞きしますが、私

はまだ正式に建てかえを行うことについて、米

沢市が態度を明らかにしたという記憶はありま

せん。基本構想第２章、再整備基本方針の４．

「施設整備により快適で機能的な病院を目指し

ます」と書かれてあることが建てかえありきと

理解してよいのかお聞きいたします。 

  ア、建設する場所は現在地なのか、別の土地な

のか、いつごろまでに決定するのでしょうか。 

  イ、新しい病院の規模は320床とし、１床当た

り80平米を予定していますので、延べ床面積は

２万5,600平米となります。建設コストを平米40

万円とすれば約100億円かかる計算となります。

この100億円は、米沢市として十分返済可能な数

字かどうかお聞きいたします。 

  このほか、駐車場用地については700台を予定

していますが、１台当たり20平米が必要であれ

ば、１万4,000平米、1.4ヘクタールの広さが必

要となります。中心市街地活性化事業に57億円、

四中建設に約30億円を拠出して、さらに市立病

院の建てかえに100億円から150億円となれば、

市の財政負担は大きくなり、これ以外の事業推

進に支障を来す結果とならないかお聞きいたし

ます。 

  ウ、不採算科の取り組みについてはどうか。 

  精神科は、社会の多様化に伴い、患者数が増加

傾向にあるのではないでしょうか。一概に不採
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算科と位置づけるのではなく、新たな視点で取

り組むことが可能ではないでしょうか。また、

早急に医師不足を解消する努力を続けていって

ほしいと考えます。 

  エ、病院だけの問題ではありませんが、少子高

齢化が進み、人口減少時代に突入する米沢市に

とって、事業の縮小や経営状況に影響があるの

かどうかお聞きいたします。 

  以上、１回目の質問を終わります。 

○島軒純一議長 原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 私から、小島卓二議員の御質問

にお答えいたします。 

  南地区中学校に関することについてお答えいた

します。 

  まず、既に建設地が絞られているのではないか

との御質問にお答えいたします。 

  教育委員会としましては、現在候補地の選定に

向けた課題整理や情報収集を行っている段階で

あり、現時点で建設地は未定であります。 

  なお、建設地に関する情報発信につきましては、

地権者の方々への配慮や関係機関への事前調整

等が必要になることから、その取り扱いは慎重

に対応していかなければならないと考えており

ますので、御理解と御協力をお願いしたいと存

じます。 

  次に、現在の進捗状況と今後のスケジュールに

ついてですが、昨年度関係する４地区、南部、

山上、南原、松川の地元代表者協議会において、

建設用地を決めるための条件等についての協議

を重ね、本年１月までに全ての地区から答申を

いただきました。 

  本市ではそれらの答申を受けまして、昨年度は

庁内における関係16課の課長級によるプロジェ

クトチームを設置し、また、今年度からは部長

級も加えたプロジェクトチームを設置して、各

地区から答申された意見等を尊重しつつ、現在

あらゆる観点から建設候補地について検討を行

っているところです。 

  プロジェクトチーム会議は、現在まで４回開催

し、代表者協議会から答申された課題の整理や

各課における課題の明確化、課題ごとの今後の

見通しなどについて協議を行ってきました。次

回の会議では、課題解決も含めた全体的な費用

に関することについて協議を行う予定でありま

す。 

  今後のスケジュールにつきましては、今年度は

引き続きプロジェクトチームにおいて建設候補

地に関する検討を重ねてまいります。建設候補

地を決定していくプロセスでは、通学路の安全

を確保するための歩道の整備や踏切対策、多種

多様な部活動のグラウンドやスクールバスのロ

ータリー設置に伴う広い用地の確保、自然環境

保護や排水処理など、多種多様な検討課題もあ

りますが、あらゆる観点から検討を行い、適切

な建設用地を総合的に判断した上で、今年度中

をめどに建設用地を決定したいと考えておりま

す。 

  その後は、平成32年４月開校に向け、各種にわ

たる具体的な取り組みを進めていきたいと考え

ております。 

  なお、関係地区の地元代表者協議会に関しまし

ても、取り組み状況の経過報告を行いつつ、建

設用地を公にできる段階になりましたら、決定

に至った説明を行うとともに、具体的な通学路

や通学方法などの協議に入っていきたいと考え

ております。 

  （仮称）南地区中開校時における教職員数です

が、開校時における生徒数が536名であり、これ

は現在の第四中学校の526名とほぼ同じであるた

め、第四中学校を参考にお話をいたします。 

  １学年６クラスのため、全校では18クラスに、

特別支援教室を含めると、21クラス程度になる

と予想されます。教員につきましては、校長、

教頭、教諭、養護教諭を含めますと36名です。

事務職員につきましては、補助職員を含めれば
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２名の体制で、合計は38名程度になるものと考

えます。 

  次に、（仮称）南地区中学校開校時に伴う学区

再編により、指定校が変更される生徒に関しま

しては、新１年生は新しい学区の中学校に入学

することになります。新２・３年生につきまし

ても、原則として新しい学区での指定校に通っ

ていただくことになります。しかし、学校が変

わり環境の変化による子供たちへの影響を配慮

する必要があることを鑑みますと、しゃくし定

規的な対応はできないという認識でおります。 

  具体的なケースで申し上げますと、前年度まで

第二中学校、第四中学校に通っていた興譲小学

校出身の新２・３年生は、新しい指定校となる

第一中学校に通うことになります。しかし、こ

のようなケースに該当する生徒については、学

校生活の途中で環境が変わってしまうことによ

る影響を考慮し、希望があれば入学時から第一

中学校に通うことができるような配慮も必要と

考えております。 

  なお、将来的に（仮称）西地区中学校の学区と

なる愛宕小学校出身の生徒に関しましては、現

状として西地区中学校の開校時期が未定であり

ますことから、柔軟な対応が必要と考えており

ます。西地区中学校の開校までの期間が短期の

場合には、西地区中学校へのスムーズな移行が

期待される第三中学校ということも考えられま

すし、開校までの期間が長期にわたる場合は、

第二中学校で培った生徒同士の結びつきを重視

し、南部小学校出身の生徒が通う南地区中学校

ということも考えられます。 

  教育委員会としましては、該当する生徒がどの

学校に通うことがより望ましいのか、過去の学

区再編時の対応などを参考にしながら検討をし

ているところであり、このことは保護者を中心

に学校や地域のお考えも考慮した上で判断する

必要があると考えております。 

  今後、（仮称）西地区中学校に関係する小学校

区ごとに地元代表者協議会を設置し、子供たち

への負担軽減に関することや、考えられるさま

ざまな課題について御意見をいただき、丁寧な

対応を行っていきたいと考えております。 

  最後に、インフラ整備地区、または未整備地区

への学校建設に対する考え方についてでありま

すが、先ほどお話しさせていただきましたプロ

ジェクトチームにおいて、現在さまざまな観点

から建設候補地についての検討を行っていると

ころであり、その観点の一つには通学路や上下

水道など、インフラ整備に関することも含まれ

ております。 

  建設候補地を選定していく上で、インフラ整備

は重要な要因であることから、プロジェクトチ

ーム会議においても課題の明確化を図ってきて

いるところですが、それ以外の課題も多く存在

していることから、現在のインフラ整備状況だ

けで候補地を判断できるものとは考えておりま

せん。 

  教育委員会としましては、子供たちの安心・安

全、また心身の成長や発達にとって望ましい環

境であることを第一に考え、候補地を決定した

いと考えております。その上で対応が必要とな

る課題については、全課の総力を挙げて課題解

決を図っていく考えであり、市の対応だけでは

解決が困難な課題があった場合には、関係地区

や保護者の方々の御協力もいただきながら、可

能な限りの対応を講じてまいりたいと考えてお

ります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 加藤市立病院事務局長。 

  〔加藤智幸市立病院事務局長登壇〕 

○加藤智幸市立病院事務局長 私からは、米沢市立

病院の建設計画についてのうち、市の財政負担

以外の部分についてお答えいたします。 

  初めに、市立病院の建てかえにつきましては、

米沢市立病院建替基本構想案を取りまとめまし

て、議員がおっしゃるとおり、現在この基本構
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想案に対するパブリック・コメントを６月１日

から23日までの期間を設けて実施しているとこ

ろであります。多くの市民の皆様から御意見を

お寄せいただきたいと考えております。 

  次に、建設場所はどこか、いつごろまでに決定

するのかということについてでありますが、建

設場所につきましては、現地での建てかえと移

転新築のそれぞれの場合の事業費、工期、アク

セス道路などのインフラ等について、メリット

やデメリットを調査し、慎重に比較検討してい

るところであり、現時点におきまして建設場所

は決まっていないところであります。 

  今後基本構想の後に策定する基本計画で建設場

所を明記する予定でおります。この基本計画に

つきましては、今年度内に原案をお示しできる

よう作業を進めてまいりますので、もうしばら

くお待ちいただきますようお願い申し上げます。 

  次に、不採算科の取り組みについてであります

が、米沢市立病院におきましても精神医療も含

めて不採算となる分野がありますが、不採算部

門につきましては、その補塡のため、総務省の

繰り出し基準にのっとって一般会計から繰り入

れを実施しております。精神医療のほかにも救

急医療、高度医療、小児医療などがあります。 

  米沢市立病院は、本市及び近隣市町の地域医療

を守る最後の受け皿としての役割を担っており

ますことから、採算性の低い分野での医療であ

っても地域に必要とされるものは提供していか

なければならないと考えております。また、病

院としまして医師不足の解消に向けましても引

き続き努力してまいります。 

  次に、人口減少についてでありますが、新病院

での病床数を検討するに当たり、平成52年度ま

での患者数のシミュレーションを行っておりま

す。人口は、現在既に減少傾向にあるわけです

が、入院患者数の見込みは、高齢化に伴いまし

て、平成37年がピークとなり、その後減少に転

じるものと見込んだ上での病床数の設定を行い、

将来的に地域に必要な医療を持続可能な形で提

供していく必要があると考えておりますので、

御理解、御支援のほどをお願い申し上げます。 

  私からは以上でございます。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは、エの市の財政負担

はについてお答えいたします。 

  市立病院の建てかえに当たっての市の財政負担

についてでありますが、医療機器の整備を除く

市立病院の施設建設費用を議員がおっしゃられ

たように仮に100億円とした場合、市立病院では

この財源として地方債を発行いたします。病院

事業の場合には地方債の充当率は100％でありま

すので、100億円全額を借り入れることになりま

す。 

  その際、財政融資資金の借り入れ条件でありま

す30年償還といたしまして、うち元金の据え置

き期間５年、それから元利均等償還で計算しま

すと、元金償還が始まってからの年間の返済額

は４億8,000万円となります。 

  病院の建設改良費につきましては、国が定める

繰り出し基準、先ほど答弁がありましたが、繰

り出し基準によりまして、元利償還金の２分の

１を一般会計が負担することになります。その

負担額は２億4,000万円ということになります。

残りの２億4,000万円については病院側が診療報

酬で賄うというものでございます。 

  また、一般会計の負担額に対しては、普通交付

税によってその45％が措置されます。実質的な

負担額は１億3,000万円となるものであります。 

  一方で、市立病院の現有施設についてもその建

設改良費の元利償還金に対して一般会計が負担

を行っております。特に、額の大きなものとし

て昭和57年から59年にかけて発行いたしました

入院棟の建設時のものがあります。この返済は、

実は今年度で完了いたします。 

  直近の返済額の推移を見ますと、平成20年度か
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ら24年度は年間約３億1,000万円でありました。

昨年度は約１億9,000万円、今年度の2,000万円、

これが最後になりますが、これで返済が完了す

るということになります。 

  また、平成14年度までに着手した建設改良事業

に係る一般会計負担の繰り出し基準、当時は３

分の２でありました。この入院棟建設に対する

一般会計の負担額は、平成20年度から24年度に

かけては年間約２億円でありました。 

  さらに、病院の建設改良費に対する交付税措置

は平成３年度の許可分からでありますので、こ

の２億円に対する交付税措置はなく、全額が市

税による負担でありました。 

  したがいまして、今後の市立病院の建てかえに

対する一般会計の実質的な負担額、先ほど申し

ましたが、１億3,000万円は、現在の入院棟建設

に対する負担額、平成20年度から24年度で約２

億円ですが、これを下回っていることになりま

す。 

  ただし、建てかえに伴う医療機器等の整備も多

額になると想定されております。その財源とし

て発行する地方債の返済に対しても、施設建設

と同様に一般会計が負担しなければなりません。

一般会計における財政環境を中長期的に考えれ

ば、人口減少や少子高齢化の進展によって扶助

費の増加や財政規模の縮小などの懸念材料もあ

ります。そうした中でも市立病院の建設につい

ては優先度の高い事業と考えております。その

整備費用を十分に精査しながら、過大な財政負

担にならないよう注意して取り組んでいきたい

と考えております。 

  それから、御質問の最後にありました少子高齢

化の進展と人口減少の影響については、本市に

とっても相当のものと認識しているところであ

ります。したがって、短期的には限られた財源

を効果的、効率的に配分し、経常経費の抑制に

努めていきたいと思っております。さらに、中

長期的には自主財源をふやしていく取り組みが

必要ではないかと思っております。 

  例えば産業振興では企業誘致による雇用創出、

それから少子化対策、定住化対策、こういった

対策に期待しているところでございます。こう

したことで、御指摘があった事業の抑制や縮小、

病院経営に影響がないよう努めていきたいと考

えているところでございます。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 小島卓二議員。 

○２０番（小島卓二議員） 答弁の中身をおおよそ

評価という形でしますと、南地区中学校も、ま

た市立病院も財政的なものから考えれば問題な

いというふうに私は感じました。 

  その中で、今回この２つの事案、南地区中学校

と市立病院に限って一般質問を取り上げた理由

の中に、１つは、これは市長にお聞きすること

でありますが、土地の問題が一番クローズアッ

プされておりますね、両方とも。 

  どこに建てるのか、どの辺がいいのか、それは

まだ未定であるということでありますけれども、

先ほど来、私がお話ししております線路の内側、

言うならば平成８年に頓挫した南部土地区画整

理事業の用地、その用地が今まだ手つかずの状

態になっておるわけです。 

  市長が考えているコンパクトシティ構想という

のがありますね。そして、その南部土地区画整

理のそのところは周辺下水道、もちろん上水道、

排水路、そしてまた、事業を着手するための道

路整備というものについても、可能な限り達成

できるというふうな良好な土地だというふうに

思っております。 

  そして、この土地には土地公社が所有している

５ヘクタールの塩漬け土地が今もあるわけです

ね。その５ヘクタールの塩漬け土地を何とか解

消したいというふうな思いは市当局もお持ちだ

と思います。いつまでもあのまま塩漬けの土地

のままでいいのか。あのまま万世橋成島線が、

あの紺屋町を通って米沢インターまで通じるあ
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のところが手つかずでいいのかという大きな問

題があるわけなんです。 

  今回５ヘクタールの土地に例えば病院が１ヘク

タールの病床と1.4ヘクタールの駐車場、そのほ

かに、それで病院の施設は土地とすれば完成、

一方、南中学校の場合は１ヘクタールもあれば

十分な用地だというふうに思います。５ヘクタ

ールの土地を全部使ったとしても十分おつりが

くるほどの米沢市の土地があります。米沢市と

言っても土地公社が所有している土地でありま

すが、土地公社から買い戻さなければなりませ

ん。 

  しかし、公共施設があの場所に２施設立地する

ということになれば、お願いの仕方によっては

万世橋成島線の早期着工というふうな呼び水に

なるのではないかというふうに私は考えます。

米沢市の公共施設のために国も県もじゃあ米沢

の万世橋成島線に県事業、国事業で着手しよう

というふうに思えば、今回のこの２つの土地の

探している場所にとってあのところは一石三鳥、

四鳥というような利便性のいい、そして米沢市

にとっても夢のある、また一歩前に進むような

土地というふうに思うわけですけれども、市長

の御所見をお伺いいたします。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 南地区中学校についても、市立

病院につきましても、場所については、先ほど

担当部署で答弁したとおりでありますので、そ

れ以上のことは私からは何もございませんので、

今の御質問は御意見として承っておきたいと思

います。 

○島軒純一議長 小島卓二議員。 

○２０番（小島卓二議員） 市長、そういうふうに

言いますけれども、これは大きな政治判断なん

ですよね。政治判断を誰がするかというと、担

当部でもない、担当部長、課長でもない。ただ

信念はあるかもしれません。しかし、このこと

が呼び水となって万世橋成島線に着手できるよ

うなことが可能かどうかというふうに方向性を

探るのは市長の役目じゃないでしょうか。何も

しないままに線路の外側にこういった施設が建

つ。例えば市立病院は現在地に建てかえとなる

というふうなことであれば、南部土地区画整理

事業の遺産、塩漬け土地の５ヘクタール、その

ことについては市長の責任として今後ともずっ

とついて回ることだと思います。政治判断とい

うのはそういうことだと思います。 

  ですから、こういうふうな南部土地にこういう

施設を、まだ決定ではないけれども、考えてい

る。県はここに万世橋成島線を早期に調査研究

費、その次に実施設計費、工事費というふうな

順番でつけてもらえないかというふうにお願い

するのは市長の役目です。大きな政治判断だと

思います。これが可能となれば、米沢市にとっ

て明るい展望、要するにコンパクトシティとい

うふうに考えたすばらしい絵が描けるのではな

いでしょうか。 

  南地区中学校が線路の外側、養護学校、または

興譲館の北と言われているような場所に持って

いくことによって、道路をつくらなければいけ

ない、下水道も延伸しなくちゃいけない。しか

し、あの部分には水路がないんですね。雨水は

どうしましょうというふうな、いろんなインフ

ラが整ってない場所をあえて選ぶのかどうか、

これも政治判断です。市長は、万世橋成島線の

早期着工を願っておりますよね。そういうよう

なことも含めてもう一度御答弁をお願いします。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 今の御質問の前半にありました

ように判断、いい意味での、本来の意味での政

治判断、それは重要だというのはそのとおりだ

と思います。重要だと思います。しかしながら、

たった今担当部署部長がそれぞれまだどこにも

決まっていないと答弁した後のやりとりで、だ

んだんどこかに決まりそうになっていくような

話になっていくというのは、それは適当でない
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というふうに思います。 

  そういう意味で、本日のところは御質問の内容

は御意見として承っておきたいという、そうい

う趣旨ですので、御理解をいただきたいと思い

ます。 

○島軒純一議長 小島卓二議員。 

○２０番（小島卓二議員） 何度も言いませんが、

そのようなことが政治判断であり、最終的には

市長がこの場所、両方の場所を決定するという

ことになろうかと思います。あくまでもワーキ

ンググループ、部課長のプロジェクトチーム、

そういったところから持ち上がってきた、その

案が米沢市にとって、将来構想において20年、

30年、50年後の米沢市にとって、その場所がい

いのかというふうなことはぜひとも考えていた

だきたいというふうに思っております。 

  そして、教育委員会のほうですが、今回の南地

区中学校、愛宕小学校の件もありました。愛宕

小学校は、小・中学校の区割り一覧の中に西地

区中学校に入っておりますけれども、西地区中

学校が、先ほどお話しされたように適地、どこ

になるかによっては、やはり三中ではなく、現

在の二中もあり得るというふうな答弁だったと

いうふうに思います。 

  言ってみれば、今この場で愛宕小の父兄にお話

ししたときに、じゃあどっちに通えばいいのと

いうふうな、６年後の話ですけれどもね、どっ

ちに通えばいいの。今の１年生は新南地区中学

校に６年後ですので、入学することができると

思います。違うかな。計算合わないかな。２年

生になっているでしょうか。 

  これから入る今の幼稚園年長さん、それは新中

学校、しかし、今の２年生は二中に行っていま

す。その二中に行っている子供が、私は二中に

行きたい。そのまま二中の、要するに南地区中

学校に行きたいとなった場合、それも容認する

という答弁でありましたよね、認めるという。 

  しかし、新しい子供は32年には三中に行きなさ

いというふうなことで、兄弟が分かれて学校に

通うというふうな結果になろうかと思います。

そのことについては、まずお答えいただきたい

と思います。どういうふうになりますか。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 先ほど教育長が答弁いた

しましたけれども、将来的には愛宕地区の愛宕

小学校の卒業生は西地区中学校に通うというこ

とは、これは決まっていることですけれども、

そこまでの過渡期の部分、いわゆる移行期の部

分についてはまだ不確定要素がたくさんござい

ます。まずは、南地区中学校の建設用地がどこ

になるのか、それから、確実に32年の春に開校

できるかどうか、ここもまだ確定な要素がまだ

ございません。そこのところがまず確定しなけ

ればいけない。 

  それから、その後に建設を予定しております西

地区中学校について、場所がどこになるのか、

開校年度がいつになるのか、そういった不確定

要素がございます。ですので、そういった条件

を一つ一つはっきりさせながら、その開校、い

わゆる西地区中学校が開校するとき、南地区中

学校が開校するとき、それぞれ該当してくる学

年の子供たちがおりますので、その子供たちに

とってとにかく不利にならないような対応をし

なければいけないというふうに考えてございま

す。 

  具体的には、行く中学校は二中が閉校になれば、

南地区中学校と三中、もしくは西地区中学校と

いう選択肢しかありませんので、その後は学年

の子供がどういうふうにという部分は選択肢が

いろいろ出てまいりますので、地元代表者協議

会を開かせていただいて、保護者さん、それか

ら学校関係者、またその当該学年の子供たち、

あるいは今議員からありましたように兄弟の関

係もございますので、そういった部分を勘案し

て検討して決めていきたいというふうに思いま

す。今のところいろんな選択肢、それからパタ
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ーンがありますので、今のところはそういった

ことで考えております。 

○島軒純一議長 小島卓二議員。 

○２０番（小島卓二議員） もうそのことについて

はまだ地元説明とか、父兄会に全然説明してな

いですよね。きょう初めてこのようなことで、

恐らくは少しはそのことについて情報が得られ

るというふうな父兄があるかと思います。いつ

ごろそういったものについて、今までは松川、

南部、南原、関というふうなところで説明会を

開いてきましたが、該当する愛宕小、興譲小、

そういったものについては、いつ、どのように

説明会を開いていくのか。 

  やはり具体的な形を示していただかないと、南

地区中学校に通ってもいいですよ、現在の三中

に通ってもいいですよというふうな生徒の選択

性をとるのかどうかも含めて、やはり教育委員

会としては、しっかりと父兄に話をする機会と

いうのは早期に開催してほしいというふうに思

いますけれども、いつごろからそういった各小

学校区の説明会を開催する予定ですか。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 今議員お述べのとおり、

具体的な話をやはり各地元代表者協議会の方々

としていかなければいけないというふうに思い

ます。そのためには、まずは南地区中学校の開

校年度を確定できるということがどうしても必

要です。そうしていきますと、その前にやはり

用地がきちっと決定をして、公にする必要がご

ざいます。 

  そこができれば、用地が確実に決まれば、そこ

からはある程度計算して校舎の建設だったり、

その前の基本計画だったりというのが予定が立

ちますので、ですので、南地区中学校の開校年

度が確実になったところで、用地が公にできて

確実になったところで、今度は西地区中学校の

各地域の地元代表者協議会を開きまして、建設

用地であったり、そういった子供たちの進学で

あったり、そういった部分について御意見をい

ただいて協議していく場を設けていきたいとい

うふうに考えております。 

○島軒純一議長 小島卓二議員。 

○２０番（小島卓二議員） これも要望になろうか

と思いますけれども、子供たちの小学校の卒業

式の場合、進学する中学校の制服を着用して卒

業式に臨みますね。例えば興譲小の場合は一中

の制服、二中の制服、四中の制服を着てその場、

卒業式に臨むわけなんですが、愛宕小の場合は

二中だけ一色ということが、今後南地区中学校

が開校するときの卒業式、これ想像してみると、

大分父兄の方たちは苦慮されたのか、結果こう

いうふうな子供たちの制服がさまざまになって

いるのかなという想像をすると、ちょっと身震

いする思いがあるんですけれども、その辺はど

ういうふうにお感じでしょうか。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 ここは地元の方とお話を

してみないといけないところですが、私として

は愛宕小学校、愛宕地区の子供たちはやはり１

つの学校の卒業生、１つの地域の子供たちであ

りますので、同じ学校に行けるような、そうい

った配慮が必要だろうというふうに考えます。 

○島軒純一議長 小島卓二議員。 

○２０番（小島卓二議員） くどいようですけれど

も、そうすると、32年には三中のというふうな

方針がここで打ち出されるということで理解し

てよろしいでしょうか。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 決してそういうことでは

ありません。三中という選択肢もあるとすれば、

皆さん三中に、二中という選択肢があれば、南

地区中という選択肢であれば南地区中というこ

とで、ばらばらにということでなくて、南地区

中に行く子供もいる、三中に行く子供もいると

いうのではなくて、その２・３年生については

同じところに行けるような、そういった配慮が
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必要だというふうに考えます。 

○島軒純一議長 小島卓二議員。 

○２０番（小島卓二議員） そういうようなことで、

小学校の父兄に対しての説明責任は教育委員会

にあるわけですので、重要なことかと思います。

今後とも手を抜かないでやっていただきたいと

いうふうに思います。 

  そして、先ほど教職員数の数でありますが、現

在の四中と同じような生徒数の規模となるので、

38名前後、教職員数ですからね、38名。例えば

ですね、今六中は１学年１クラスでしたでしょ

うか、間違っていたら訂正していただきたいん

ですが、教職員数はどれぐらいになっています

でしょう。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 第六中学校は、現在学級

数が１年生と３年生が２学級、２年生が１学級

の５学級、さらに、特別支援学級が１学級の６

学級となっております。教職員数は14名でござ

います。 

○島軒純一議長 小島卓二議員。 

○２０番（小島卓二議員） その少ない学校の特色

というのは十分理解できます。少なくても心の

通った教育とか、そういった部分については十

分理解しますけれども、１つは団体活動、例え

ば授業でサッカーをするとか、吹奏楽のチーム

をつくるとか、そういったものについて生徒の

数が少なければなかなか苦慮する部分もあるの

かなと。 

  それと、例えば各科の教育について、例えば国

語科、数学科、理科、英語科、そういったもの

について専門教員が少ないように思いますけれ

ども、例えば英語の先生は何人いて、その全部

の学年を全部持って、そのほかにその先生は社

会も持っているというようなことはないでしょ

うか。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 やはり第六中学校、14名

ということでございますので、済みません、教

職員14名でございます。そうしてきますと、や

はり全部の学年の教科を教えているという教員

が出てまいります。それから、いわゆる免許が

なくて、臨免で、臨時の免許で教えるというよ

うな場合が出てきたり、あるいは非常勤講師を

雇用してその教科を指導するというような場面

が出てまいります。 

  14学級以上ということで前申し上げましたのは、

それぞれの学年に国語、数学、理科、社会、英

語の主要教科については、それぞれの学年に教

員が配置できて、そしてさらに、技能教科のほ

うもそれなりに複数にまたがっても配置できる

というような学級数として14学級ということで

考えていると、４学級ずつですから、16学級で

すね。16学級ということで考えているところで

ございます。済みません、４掛ける３で12です。

失礼しました。 

○島軒純一議長 小島卓二議員。 

○２０番（小島卓二議員） やはり学校は、大規模

校、要するに生徒数の多い学校が望ましいとい

うことで、今回の適正規模・適正配置になって

いるということには間違いないですよね。そし

て、この子供たちのやはり生きる力を十分につ

けさせてあげたいという教育委員会の思いが今

回の適正規模・適正配置ということにつながっ

てきたのかなというふうに思いますけれども、

そのことについてコメントいただけたらと思い

ます。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 議員お述べのとおり、子

供たちを思い切って勉強させたい。いわゆるし

っかり勉強させたい、そういう思いと、それか

ら部活動も自分のしたい部活動を思い切ってさ

せたい、勉強も運動も思い切ってさせたい、そ

ういう思いであります。 

○島軒純一議長 小島卓二議員。 

○２０番（小島卓二議員） ありがとうございまし
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た。 

  次に、病院のことについてお聞きしますけれど

も、現状での市民説明についてという部分では、

まだ直接市民に出向いての説明がないように思

いますが、例えばまちなか図書館について、市

長が各地区コミセンを回ったということがあり

ました。そして、説明責任を果たしてきたとい

うふうなことがありましたけれども、病院事業

についてかなり大きな費用負担になっていくと

いうこともありますが、今後の病院がどのよう

に推移していくのかというふうなことについて、

やはり住民説明というふうなことにおいては、

各地区で説明会を開催していくということが必

要かと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 加藤市立病院事務局長。 

○加藤智幸市立病院事務局長 病院としましても、

いずれかの段階で住民の方に対して直接説明す

る場を設けるということは必要だろうなという

ふうには考えております。ただ、現段階ではま

だ基本構想の段階ですので、具体的に市民の皆

様に一体病院がどういうふうな形でのイメージ

がなかなか持てない現状では、現段階では持て

ませんので、もう少し市民の皆様がその新しい

病院は具体的にこんなイメージだというような

ことが持てるぐらいの段階になったときかなと

いうふうに現時点では考えております。 

○島軒純一議長 小島卓二議員。 

○２０番（小島卓二議員） そうすれば、本当に市

民説明会を開催するという、今後いろんな諸般

の事情、いろんな状況が変化してきて、それな

りの時期がくれば市民説明会をするということ

を私は考えるというか、私はお願いしたいわけ

なんですけれども、そのことについてはしてい

ただけるということで間違いないでしょうか。 

○島軒純一議長 加藤市立病院事務局長。 

○加藤智幸市立病院事務局長 その規模、時期につ

いては、ちょっと現段階ではお答えしかねると

ころはありますけれども、何らかの形での説明

会は必要だろうというふうには考えております。 

○島軒純一議長 小島卓二議員。 

○２０番（小島卓二議員） 時間もありませんので

答弁は要りませんが、先ほど最後に市長にお話

ししたように、南部土地区画整理事業は平成８

年に頓挫してから何一つ手つかずのまま、それ

と城南郵便局から東側の道路についても一歩も

工事が進んでいない、計画すらなされていない。

そのことについては、市長は苦慮されてきたか

とは思いますけれども、なかなかその名案が見

つからないという中で、今回のこの２施設の建

設計画がまだ土地が未定という中で、例えば線

路の内側のその土地を利用してという、いろん

な利点を考えれば、万世橋成島線が米沢インタ

ーにいくというふうな夢も描けるのではないか

というふうなことを思います。そのことについ

ては、先ほど来言いましたけれども、市長に強

く要望を申し上げたいと思います。 

  以上で終わります。 

○島軒純一議長 以上で20番小島卓二議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１０時５９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時１０分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、農地を外資から守るために外１点、17番

渋間佳寿美議員。 

  〔１７番渋間佳寿美議員登壇〕（拍手） 

○１７番（渋間佳寿美議員） おはようございます。 

  私、一新会の渋間佳寿美です。 

  今は梅雨どき、きょうの米沢の天気は雨でござ

います。自然相手ですからと思いがちですが、

私は天気も変えられると考えております。具体
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的には天気、気分は変えられるということであ

ります。雨で嫌だなと思うのではなくて、いろ

んな意味でみんなを潤す恵みの雨だ、いい天気

だと考えるようにしております。 

  ただ、大雨のときはどうか。すごく嫌だなとい

うのではなくて、やはり職責を持ちながら被害

が出るんじゃないかと危機意識を持つ、そうい

うふうにすべきじゃないかなと考えているとこ

ろであります。 

  このように、自然は外的要因でありますけれど

も、その外的要因、自然のみならず国際情勢も

外的要因と言えるのではないでしょうか。その

外的要因に対して内部から備えておくというこ

とが重要なことだなと思っております。 

  このたびの私の質問は、この外的要因に対する

危機管理を主題とした質問であります。危機意

識を持って、ことだまを込めて質問に移ります。 

  ５年ほど前、議会一般質問で私は外資による森

林買収問題を取り上げ、米沢でも十分に起こり

得るという懸念を申し上げました。その後どう

だったでしょうか。皆様御存じのとおり、米沢

においても外資による森林買収があったことが

明らかになりました。我々の命の源は水です。

その水源である森林を外資から買収されること

を防ぐために、法令の整備を求めたところであ

り、ようやく山形県でも条例制定がなされたと

ころであります。 

  質問をした当時は、買収を防ぐため法令の整備

のほかに、林業委員会のようなものも考えまし

たが、これは現実的ではないことから提言しま

せんでした。とはいっても、考えた林業委員会

とはどんなものか。それは農業委員会を模倣し

たものであります。農地取引の場合、農業委員

会を通さなければならないことから、外資が秘

密裏に土地の売買や貸借はできません。透明性

を担保する機能が農業委員会にはあり、その森

林版ということで考えついたという次第です。 

  ただ、林業の現実からすれば、困難と考えて提

言しませんでしたが、農業委員会の役割につい

て改めて多大なものがあると感じ、また日本の

農地を外資が奪うのは困難と思っておりました。 

  しかし、ここにきて日本の農地も外資から狙わ

れる事態が起こり得るということを、森林同様

に警鐘を鳴らしたいと思います。 

  「私の顔を見たくなかったら、早くこの法案を

通したほうがいい」などと言った総理大臣がお

りました。あの東日本大震災で、被災地と被災

者へのずさんな対応で、早期退陣の声が高まる

中、菅直人元総理は、再生可能エネルギー特別

措置法案の制定を条件のようにして、法案制定

を盾に退陣しました。一刻も早い退陣が日本国

家、国民のためであり、仕方がない向きもあり

ますが、置き土産のようなその法律もまた課題

を残しております。 

  再生可能エネルギーの買い取り制度があり、世

界水準と比べても高い買い取り価格のため、こ

れに目をつけた実体の乏しい中国系企業などの

参入も容易にしております。 

  さらには、農山漁村再生可能エネルギー法もで

き、農地での太陽光発電も可能となりました。

遊休農地を活用する意義があり、一見よい制度

のように思えます。しかし、全体を俯瞰してい

るとは到底思えません。 

  そこで、世界で起きていることを俯瞰してみる

と、中国系による世界中の農地が買いあさられ

ている現実があります。外務省は、「農地争

奪」という表現で国際情勢の報告をしておりま

す。13億人を抱える同国は、将来にわたって食

料確保が大きな課題になっており、世界的な食

料危機から、アフリカなどに対する大型農業投

資を活発化させております。 

  発展途上国の広大な農地を囲い込み、農地を貸

していても途上国に食料が出回らないという問

題が発生しております。国連はこの事態を「新

植民地主義」という表現で非難しております。 

  このように、世界に目を向ければ「農地争奪」
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「新植民地主義」と言われるほど農地取得に強

欲な国があるという現実を、まず我々は知って

おく必要があります。それゆえ、最近になって

途上国を初め、世界中で外国資本による農地取

得の禁止や制限する国々がふえております。 

  世界の国々が外資を締め出している一方で、再

生エネルギーという分野で日本の農地を開放す

るような動きをしているのであります。どうも

自然エネルギーとか再生可能エネルギーなどと

いうと、よいことだとしてやみくもに突き進み、

冷静さを欠き、世界の流れを見なくなる傾向が

あるようです。木を見て森を見ずの状態です。 

  もう既に日本のその甘さにしたたかな中国の触

手が伸ばされております。北海道は、中国系太

陽光発電企業の牙城になっております。北海道

の民有地やゴルフ場、工業団地が中国系企業に

よって賃貸借契約がなされ、北海道の太陽光発

電量は既に飽和状態という経済産業省の話もあ

ります。 

  老舗大国日本とは違い、企業を継続していくと

いう文化がなく、利益を求めてすぐに会社を売

り払ったり、ずさんな企業統治と粉飾決算で倒

産したりしております。中国系企業が太陽光パ

ネルの25年保証をうたいながら、企業の寿命の

ほうが短いといった笑い話にもならない事態も

あります。 

  さらには、25年保証と言いながら、パネルの劣

悪さも指摘され、経済産業省は、「中国など一

部の新興国からの輸入品を中心に、使用中に発

電性能が急激に悪化する製品が出回っている」、

「中国などの一部の新興国の製品には、コスト

削減のため不十分な性能で市場に出回っている

ものがある」と指摘した上で、「メガソーラー

などに使われる耐用電池に耐久性基準を新設す

る」と発表する事態にまで及んでおります。 

  水源である森林の買収のときもそうでしたが、

北海道で起こったことは全国的にも起こり得る

話であることは、米沢でも経験済みです。そし

て、農地にも太陽光パネルの設置が可能になり

ました。北海道で飽和状態になった太陽光発電

の先に、今度は東北以南の農地で発電されるこ

とは十分あり得ることなのであります。 

  農地法では、条件を満たせば、国籍を問わず農

地の売買などが可能となっております。そこに

農業委員会が介在するため、ある程度の歯どめ

がかけられるけれども、途上国でも外資の土地

取得を禁止する動きがある中で、先進国では農

地が外国人でも買えるなどというのは日本くら

いなものです。 

  農業委員会の役割はますます重要になるものと

思われます。とはいえ、農山漁村再生可能エネ

ルギー制度により、まずは太陽光発電から外資

による農地の貸借は十分に考えられるものです。

北海道の中国系企業の太陽光発電事業にしても、

使用する土地は貸借でなされておりますが、貸

借だから返してもらえばいいという単純なもの

ではありません。もとより貸借であっても借地

借家法により、契約がありながら借り手がい続

けたい意向を示せば、い続けられるのでありま

す。 

  そのことは、米沢市政においても図書館建設問

題で市長が、「借地借家法のことをよく知らな

かった」などと発言し、減給やおわびをする事

態で学習済みです。農地取得に貪欲な世界の情

勢を見ても、農地の貸借であれ、い続けられる

という現実的な懸念があります。 

  そこで、お伺いします。 

  外資による農地所有・貸借について、本市とし

てはどう考えているでしょうか。また、農山漁

村再生可能エネルギー法による事業認定の権限

がある本市の対応方針はいかがなものでしょう

か、お答えください。 

  再生可能エネルギー法によるゆゆしき懸念があ

る中で、さらに危惧される動きも見受けられま

す。政府の規制改革会議が公表した農業生産法

人の見直しを初めとする一連の農政改革であり



- 86 - 

ます。株式会社の農業参入を目指す動きも見え

ますが、この点も外資の農地取得を容易にさせ

るものであり、到底容認できるものではありま

せん。外資参入の歯どめとなっている農業委員

会の見直しも、現場を知らない、地方の実態か

らかけ離れているものと言わざるを得ません。 

  そこで、お伺いします。 

  本市は一連の農政改革についてどのように認識

し、その認識に基づいてどう行動していこうと

するのかお答えください。 

  そもそも農地とは、現在そして将来にわたる国

民のための限られた資源であります。なおかつ

地域における貴重な財産であります。農地は農

業生産の基盤であり、国民への食料の安定供給

を担う重要な生産基地なのであります。農業の

持つ多面的機能を発揮しているのが農地であり、

食料に限らず土砂災害防止機能などなど、我々

は知らず知らずのうちに誰もが相当な恩恵を農

地から受けているのであります。そこで、農地

についての本市の認識と認識に基づいてどうし

ていこうとするのかお答えください。 

  私は貴重な農地を外資から守らなければならな

いと強く感じております。本市の将来において

も責任ある答弁を期待し、次の質問に移ります。 

  本市の公共工事において、入札不調などが発生

し、本来生活上の基盤をつくる建設事業が滞る

ことは、市民生活にとってゆゆしき事態と言え

るものであります。その原因、あるいは大きな

転機になったのが東日本大震災です。震災以降、

人件費と建設資材の高騰、何よりも建設業に携

わる人材不足によるところが大きいと分析され

ております。それゆえ幾ら予算をつけたとして

も、請け負える業者がなく工事が進まず、震災

の復興がおくれにおくれているという状況があ

ります。なぜこのような事態になってしまった

のでしょうか。 

  ７年前になるでしょうか、以前議会で私は本市

決算に関連して次のようなことを申し上げまし

た。「米沢の基幹産業は農業というのなら、６

億円ぐらいの予算はいかがなものか。市全体300

億円分の６億円、国の農林水産予算は90兆円分

の３兆円であり、割合で言えば国のほうがずっ

と高い」というようなことを申し上げました。

すると、とある議員から「国土交通省の公共工

事の予算は４兆円、５兆円もある。こっちが問

題ではないのか」などという話をされました。 

  こういった公共事業悪玉論が地方議会において

もまかり通っていたのであります。その後、民

主党政権になり、さらに公共工事悪玉論に拍車

がかかり、「コンクリートから人へ」などと言

っておりました。耳ざわりのよい言葉に踊らさ

れてはならず、また土木建設業も地方において

は基幹産業であるとの思いから、私自身は真っ

当な理屈と現実的な視野を持って公共事業悪玉

論に真っ向から異を唱えてきました。結果は

「コンクリートは人を守っていた」と言えるも

のになっていると感じております。 

  この悪玉論は、マスコミでも大々的に報じられ、

それに迎合する政党や地方も含めた議員などの

圧力により、公共工事費用は十五、六年前から

減少の一途をたどり、建設業の人材不足は構造

的につくられたものになり、３年前の震災に至

ったのであります。 

  そして今、つくられた人材不足によって地方自

治体は入札不調を初めとする工事のおくれや経

費の見直しなどに追われております。この事態

を一過性のものと考えてはなりません。これを

奇禍として、構造的につくられた建設業人材不

足は構造的に直していかなければならないので

す。 

  この課題については、工藤議員を初め、議会で

も「労務単価や資材費を実勢価格に上げ、適正

に見直すべきだ」と発言されております。全く

そのとおりで、賃金が適正に上がらなければ人

は来ないのであり、これは基本中の基本のこと

であります。まず公共事業の基準価格を適正な
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水準に引き上げるよう私からも申し上げる次第

であります。ただ賃上げだけでは構造的な人材

不足の解消手段にはなりません。 

  そこで、提言いたします。 

  建設事業に係る仕事を中長期的に示すことであ

ります。幾ら賃上げしても、短期間の労働力の

確保だけでは企業も人材も育ちません。中長期

的に仕事があるという安心感が雇用を生み、設

備投資の意欲も生まれるのであります。そうし

て人材が育成されるものと考えます。 

  具体的に申し上げます。 

  多くの市所有施設の管財上の管理を一元化し、

それぞれの施設について改修が必要なものは何

か、それはいつごろか、どれぐらいの費用か、

財政シミュレーションをしながら中長期的に出

していく仕事を示すことです。このことによっ

て、企業側も予測が立てやすくなるのではない

でしょうか。 

  市所有の施設の一元管理については、私も含め、

中村議員などからもかつての議会で提言してお

り、ようやくことしじゅうには「米沢市公共施

設白書」として完成する運びと伺っております。

その白書をただ単に、これくらい年数がたった、

こういった施設が米沢にありますという紹介資

料にしてはなりません。建設業の人材不足の解

消手段の一つに米沢市公共施設白書を活用し、

中長期的な建設事業を示すべきと考えますが、

市としてはどう考えるかお尋ねいたします。 

  建設業の人材不足の解消手段の一つと申し上げ

ました。市独自にできるもののほかに、連携し

てできるものを申し上げたいと思います。それ

は国の施策である国土強靱化であり、市として

もこれに基づきより事業をふやし、ひいては市

民生活の安全と安心に寄与すべきと考えます。 

  東日本大震災が転換となり、さまざまな問題が

浮き彫りになりました。毎年、毎年日本のどこ

かで自然災害が発生しており、昨年はお隣南陽

市でも大雨による被害がありました。災害が非

常に多い国・日本ということに目を背けてはな

りません。いつ、どこで発生するかわからない

自然災害に備えるため、各地に土木建設企業が

健全な競争をしながら存続していただく必要が

あるのです。 

  そこで、政府は、国土強靱化を法令で定め、国

民が安全で安心できる地域を目指すことになり

ました。これに米沢においても積極的に取り組

むべきではないでしょうか。市内公共施設の一

元管理で仕事を出していくのと同様、国土強靱

化事業実施によっても中長期の見通しを示し、

人材育成に結びつけるべきと考えますが、国土

強靱化について市としてどう認識し、どのよう

にしていこうとするのかお伺いいたします。 

  政府の施策全てよしとするものではないことは、

さきの農政改革でも述べたところでありますが、

もう一つ、建設業についても言えることがあり

ます。東日本大震災の復旧・復興や東京オリン

ピック・パラリンピックなどの大規模な公共工

事があり、人材不足を移民で対応しようという

議論がなされております。これは現場を知らな

い、場当たり的、短絡的なものであり、反対す

べきものと考えております。 

  まず、移民で対応というのは、人間として見て

いるのではなく、単なる「駒」でしかないよう

に見ているのではないでしょうか。建設業務に

おける技術はすぐ身につくものではなく、何年

もかけて技術を身につけていくものであり、東

京オリンピックまでの暫定措置だとしても、技

術が身についたらさようならというものでは移

民本人のためにも、日本や地域のためになるの

か甚だ疑問です。 

  技術の継承は、自然災害の多い日本において、

日本人によって長い期間にわたり生かされるべ

きなのです。さらに、建設現場は、安全衛生基

準がとても厳しく、さまざまな基準が設けられ

ております。建設現場ではお互いのコミュニケ

ーションがとても大事であり、言葉や文化の違
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いから意思疎通が図られず、安全面に大きな大

きな不安を抱えてしまいます。ほかにも言えば

切りがないほど、移民による建設業の人材確保

は問題があり過ぎると断言いたします。 

  現場を知らない短絡的な経済財政諮問会議なる

ものはさておき、現場により近い市行政は、移

民による人材確保についてどう考えているかお

答えください。 

  世界でも自然災害が非常に多い日本にあって、

東日本大震災はもとより、いつの被害でも、ど

の災害でも、現場に真っ先に向かうのは地元の

土木作業の人たちと重機の姿であります。土木

建設企業の皆さんには頭が下がる思いです。 

  一方で、さきに申し上げたように、公共事業悪

玉論により、国民・市民の間に土木建設企業が

軽視されているのではないかと危惧しておりま

す。むしろ土木建設サービス事業に尊敬の念を

取り戻さなければなりません。土木の由来は、

「築土構木」であります。すなわち、「土を築

き、木を構え国土と市民を守る」といった理念

のもと、働いていただいているのであります。

築土構木といった理念を持つ土木建設業務にも

う一度尊敬の念を持つことが何よりの人材確保

になるということを強く申し上げ、壇上からの

質問を終わります。 

○島軒純一議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの渋間佳寿美議員の御

質問にお答えをいたします。 

  私からは、農地を外資から守るためにのうち、

農山漁村再生可能エネルギーと農業生産法人の

見直しについてお答えをします。その他につき

ましては部長よりお答えします。 

  農山漁村再生可能エネルギー法は、平成24年７

月から再生可能エネルギー電気の固定価格買取

制度が開始されたことを踏まえ、再び利用する

ことが困難な耕作放棄地などを再生可能エネル

ギー電気を発電させるための土地として活用す

るものです。この法律では、国の基本方針に基

づき、市町村が基本計画を策定できることにな

っており、この基本計画に基づいて業者から設

備整備計画が提出された場合には、関係機関へ

の協議や同意などを踏まえて市町村が認定を行

います。 

  基本計画では、農山漁村の活性化に関する方針、

発電設備の区域、種類及び規模、資金の額及び

調達方法、自然環境の保全との調和、発電設備

の撤去に際しての費用負担などの方法を定め、

設備整備計画の認定に当たっては、これらのこ

とが的確に実施されるかを審査した上で認定を

行うことになります。 

  市としましては、事業者に対して設備整備計画

について指導・助言を行いながら、制度の厳格

な運用によって農地の不当な利用が行われない

よう努めていかなければならないと考えており

ます。 

  なお、本市においては、既に民間事業者から荒

廃農地を活用した太陽光発電による設備整備計

画の話を伺っていることから、本年５月29日に

米沢市農山漁村再生可能エネルギー協議会を開

催し、同協議会からの意見を踏まえて基本計画

を策定しており、現在設備整備計画の審査を慎

重に進めているところです。 

  次に、政府の規制改革会議が公表した農業生産

法人の見直しに関する改革案に対する本市の考

え方についてお答えします。 

  政府の規制改革会議、ワーキンググループが本

年５月14日に公表した農業改革に関する意見の

中で、農地を所有できる農業生産法人について、

事業、役員、構成員についての大幅な要件緩和

が打ち出されました。これは平成21年の農地法

改正により、法人や担い手への農地集積につい

ては、基本的な考え方が所有から貸し付けに方

向転換がなされ、それに沿って人・農地プラン

や農地中間管理機構の設置などの政策が打ち出

されてきた流れに逆行するものと捉えておりま
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す。 

  これによって、農業生産法人以外の法人もリー

ス方式での農業参入が可能になっており、既に

全国で約1,300件の企業が参入している現状です。

農地を所有しなくても農業をすることが可能で

ありながら、経営リスクを背負ってまで所有権

の取得を求めることに対しては、その意図につ

いて疑念を持たざるを得ないと考えております。 

  もとより農地は農業における経営、生産のため

の重要な資源であると同時に、地域の人々によ

って維持管理されている地域資源でもあり、経

済効率一辺倒では果たせない地域社会の維持や

国土、景観の保全、伝統文化の継承といった多

面的な役割も担っております。 

  また、農地の有効活用と農業の担い手確保、育

成の取り組みは、一体的に地域主体で行わなけ

ればならないことであることを考えますと、国

に対しては農業生産法人の見直しについて慎重

な対応を強く求めていく必要があると考えてお

ります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 髙橋農業委員会事務局長。 

  〔髙橋寿一農業委員会事務局長登壇〕 

○髙橋寿一農業委員会事務局長 私からは、農地を

外資から守るためにのうち、初めに外国人及び

外国法人等による農地所有の可否についてお答

えいたします。 

  これにつきましては、議員お述べのとおり、法

令上外国人及び外国法人も日本人と同様に日本

の不動産を取得することができることとなって

おり、農地に関しても原則取得制限はないこと

になっております。しかしながら、農地法の第

３条におきまして、農地法に関する売買や貸借

について権利移動の制限を定めており、農地等

の利用の効率化を図るために農業委員会の許可

が必要になっております。 

  本市農業委員会では、農地を農地として効率的

に利用する耕作者による農業上の権利取得を促

進していくことを基本として、公平かつ適正に

対応していかなければならないものと考えてお

ります。 

  次に、政府の規制改革会議が公表した農業生産

法人の見直し等についてお答えいたします。 

  農業生産法人の見直しについてでありますが、

平成21年の農地法改正で農地の貸借の規制緩和、

農業生産法人以外の株式会社等も農地が借りら

れるようになりました。このたび、さらなる要

件緩和を提言しているところであり、外資系を

含めた企業にも農地所有を認めるとした場合、

参入企業が利益につながらなければ撤退するこ

とになり、その後の遊休農地化や産業廃棄物等

の捨て場所になるおそれなどが考えられ、多く

の問題の発生が懸念されているところです。 

  また、農業委員会の見直しにつきましては、選

挙制度の廃止、農地の権利移動の届け出制への

移行、利権の公表、建議機能の法律規定からの

除外など、農業農村現場の実態を無視しただけ

でなく、現場で頑張る農業委員の意欲をそぐ理

解しがたい内容になっております。 

  これらにつきましては、今後の動向を注視する

とともに、農地を守り生かすため、本市農業委

員会として最大限の努力をしていかなければな

らないものと考えております。 

  次に、農業委員会は農地をどう考えているかに

ついてでありますけれども、議員仰せのとおり、

本市農業委員会でも、農地は多面的機能を持つ

国民のための限られた資源であり、かつ地域に

おける貴重な財産であると考えております。食

料の安定供給を図るための重要な生産基盤であ

る農地については、転用規制の厳格化等により、

その確保を図るとともに、耕作者による農業上

の権利取得を促進させ、さらなる農地の有効利

用を目指していかなければならないと考えてお

ります。 

  私からは以上でございます。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 
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  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは、２項目めになりま

すが、建設業、人材不足に対する提言の中での

公共施設白書の作成に関する御質問についてお

答えいたします。 

  地方公共団体においては、厳しい財政状況が続

く中で、今後人口減少等により公共施設等の利

用需要が変化していくことが予想されます。こ

れらを踏まえ、早急に公共施設等の全体の状況

を把握し、長期的な視点を持って更新、統廃合、

長寿命化などを計画的に行うことによって財政

負担を軽減、平準化するとともに、公共施設等

の最適な配置を実現するということになります。

そのため、国は地方に公共施設等総合管理計画

策定を求めているものであります。 

  国が示した指針では、公共施設等の現況及び将

来の見通し、総合的かつ計画的な管理に関する

基本的な方針、施設類型ごとに特性を踏まえた

基本方針を定めるということになっております。 

  本市では、所有する公共施設のうち、企業会計

分を除きまして建物の現状把握を行い、一元的

に集約した公共施設台帳を作成した上で、これ

を公共施設白書として取り扱い、取りまとめを

行っているところでございます。 

  公共施設白書の第一義的な目標でありますが、

現状把握と課題認識にあります。この公共施設

白書にインフラなどを加えまして中長期的な維

持管理、更新等の費用を含む財政収支の見通し

を立てた上で、今後の基本方針を定めるという

ことになるのが、先ほど申し上げました公共施

設等総合管理計画となります。 

  個々の施設については、この総合管理計画に基

づいた再配置計画などの具体的な計画を通して

取り組むことになると考えております。現在の

段階では公共施設白書が作成されたからといっ

て、具体的に公共施設の更新等の見通しが立つ

までには至らないと考えております。 

  ただし、公共施設等の更新、統廃合等を実行す

るまでには、中長期の期間を要することになる

ことから、できるだけ早期に具体的計画を示す

ことで、建設業界の人材不足を含め、民間から

の提案、投資促進が期待できるものと考えてい

るところでございます。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 細谷建設部長。 

  〔細谷圭一建設部長登壇〕 

○細谷圭一建設部長 私からは２の建設業人材不足

に対する提言に関連しまして申し上げます。 

  初めに、国土強靱化の考えについてであります

が、議員お述べのとおり、昨年12月４日に強く

しなやかな国民生活の実現を図るための防災・

減災等に資する国土強靱化基本法が成立し、そ

の理念につきまして、１つ目が一極集中、国土

の脆弱性を是正し、多極分散型の国土形成を目

指す。２つ目が、地域間交流、連携の促進、特

性を生かした地域振興による国土の保全及び均

衡ある発展を図る。３つ目が、大規模災害の未

然防止や発生時の被害拡大の防止を図ることで、

我が国の政治・経済・社会活動の持続性を確保

するなどとなっております。 

  その基本的施策として復興の推進から避難救援、

救急医療、エネルギー安定供給、情報通信等の

確保や社会基盤の整備、国際競争力強化、農村

漁村の振興等々、さまざまな幅広い分野にわた

り国土の強靱化を推進するもので、ソフト面、

ハード面を適切に組み合わせて効果的に取り組

むものとなっております。 

  そして、今月３日に閣議決定されました国土強

靱化基本計画や関連する国の施策に基づいて、

地方公共団体も地域の諸条件に応じた施策の実

施を目指すことになり、本市においても市民の

生命、財産を保護し、持続性ある市民生活や産

業活動を確保するため、より防災・減災への取

り組みを目指す必要があるものと考えておりま

す。 

  建設分野におきましては、建物や橋梁、上下水
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道等の社会資本である公共施設の耐震化の推進

や、インフラ長寿命化計画による戦略的な維持

管理、更新などが推進方針として示され、いず

れも喫緊の課題となっておりますので、本市に

おいても今後国土強靱化計画に沿って施策を進

めていく必要があるのではないかと考えており

ます。 

  また、このような施策を展開していくには、議

員御指摘のように、地元の建設業者や建設コン

サルタントの方々が担うところが大きく、安定

的に雇用や経営ができる環境づくりが大事であ

るものと考えております。今後次期総合計画の

策定作業が始まりますが、限りある予算を有効

に活用するためにも、緊急性や費用対効果を見

きわめ、有益となる強靱化関連事業を計画的に

展開する必要があるのではないかと考えており

ます。 

  次に、建設業への外国人材活用についてであり

ますが、議員お述べのとおり、現在国において

建設分野における外国人材の活用に係る緊急措

置を検討する閣僚会議が設置され、このたび緊

急措置の取りまとめが行われたとの報道、広報

があったところです。 

  その内容は、復興事業のさらなる加速を図りつ

つ、2020年開催のオリンピック・パラリンピッ

ク東京大会の関連施設整備等による当面の一時

的な建設需要の対策として、緊急かつ時限的措

置として即戦力となり得る外国人材の活用促進

を図ろうとするものとなっております。 

  また、この取りまとめでは、基本的な考えとし

て緊急措置とは別に、中長期的な観点から必要

な人材は国内で確保する必要があるとし、外国

人材の活用とあわせて国土交通省と厚生労働省

とが連携して国内人材確保への施策パッケージ

が示されているところです。 

  この取りまとめ結果を受け、今後政府全体で検

討が進められる予定となっており、現在の段階

では本市へ影響等を及ぼすかどうかは不明であ

りますが、もし外国人材の流入があるとすれば、

御指摘のように、建設分野におきましても一定

の能力を備えた技能労働者を育成するためには、

職種にはよるものの、おおむね10年間の時間が

かかるとも言われており、コミュニケーション

の問題やきめ細やかな仕上げや出来形、品質管

理に影響はないのか、あるいは地元の人材育成

への影響はないのか等々、不安は拭えないもの

と判断しているところです。 

  将来的にわたるインフラの維持管理や災害対応

等を勘案すれば、人材は地域で担うのが肝要で

ありますので、地域の活性化や安心・安全な生

活に寄与する公共事業投資によって、建設産業

の持続的かつ安定的な経営ができる環境づくり

に努めるとともに、地元の建設業者や関連する

業者との連携を図りながら、人材確保に向けた

取り組みを研究してまいりたいものと考えてお

ります。 

  私からは以上でございます。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 農地を外資から守る

ために危惧する点を申し上げたところでありま

す。それについて、当局もおおむね認識同じく

するところであったものですから、その認識に

ついては、それを維持しながらよりよいものに

していただきたいなというふうに思っておりま

す。 

  ただ、やはりどうしても危惧というものが拭え

ないのが正直なところでありまして、例えば恐

らく知らない人が多いと思うんですよ。農地を

外国人が買えるんだと。そこに３条の規制があ

って、農業委員会がきちんと大丈夫かと厳しく、

あるいは誰についてでもですけれども、見てい

るからこそ問題なく、滞りなく行っているとい

う現状がありますけれども、先ほどのその農地

の貸借についてもそうですが、農山漁村再生可

能エネルギー法の認定についても、計画や審査

をきちんとしていくということなんですが、ど
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うしても懸念が拭えないのはですね、壇上で申

し上げたとおり、どうも企業を継続していくと

いう文化が日本ほどないというのがあります。

これはもう外国の事例で明らかに、外国はもう

既に農地をさまざま買われて、争奪されている

わけなんですけれども、そこで外国はもう嫌だ

と規制をかけたわけですね。 

  そうしたら、ちょうどいいぐあいに日本で再生

可能エネルギー法ができた。太陽光で農地をち

ょっと、農地が使えるんだというふうになった

わけです。それでもう北海道でラッシュのよう

に来ているわけですね。そういった現実があっ

て、なおかつその海外でやってきたことを踏ま

えると、すぐ会社は売り払ってしまう。すごく

大きな企業になってから莫大な利益を持つため

にすぐ会社を売るという状況がある。 

  それをどうやって把握できるんでしょうか。例

えば３条規制の中できちっと見ていく、あるい

は再生可能エネルギー法で審査をしていくと言

いますけれども、どこまで把握できるんでしょ

うかね。 

  例えば外資の企業であれば、それはきちんと見

ていくという、審査をしていくということであ

りますけれども、できるんでしょうか。それを

ちょっと間違いなくできるかどうか確認したい

と思います。 

  ちょっといいです。恐らく答えられません。答

えられないと思いますよ。ですから、私は外資

というのは危ない。別に阻害しているとか、そ

ういう意味合いじゃないんです。文化の違いは

さまざまあります。予断を持たれるということ

は仕方がないことなんですよ。どこの国に行っ

ても、我々が海外に行ったとしても予断を持た

れる、ですから、パスポートでも並ぶ順番とか、

いろいろあったりするわけですね。自国民はこ

こですよとか、当たり前の話なんです。 

  だから、予断を持ってというのは仕方のないこ

と、当たり前のことですから、ここは周囲に注

意を払って見ていくんだと。もう外資だとわか

った瞬間、その先々まで責任持てないというこ

とですから、そういう判断もありだなと思いま

すので、ぜひこの予断を持つというのは当たり

前のことだということで、これは淡々と対応し

ていただきたいなと思います。 

  先ほど市長が、この再生可能エネルギー法で事

業認可しているというような、既に民間企業も

米沢で進んでいるという話がありました。私や

はり気になったものですから、そこにお伺いし

てきました。そうしたら、純然たる日本のもの

で、背景もきちっとしていて、そして使ってい

るものもですよ、パネルも日本製だと。やはり

聞いてみると日本製は高いらしいですね。高い

らしいんです。 

  だけれども、安全・安心、土地を借りるんであ

れば20年保証のもので借りると。実際中国系企

業のパネルを使っているところは数年で色が変

色しているというのが、実際の現場の人が言っ

ているわけですから、そういった事態もあるの

で、この辺、これもですよ、きちっとなってい

るのわかりますから、こういうところはいいと

思うんですよ。 

  それはきちんと、これも審査の上で認めていく、

農山漁村再生可能エネルギー法で事業を進めて

いくというのはあり、当たり前だと思うんです

けれども、その背景とか、きちんと見ていくと

いう姿勢が大事だと思いますので、審査書類が

通っていればいいじゃなくて、その背景もきち

んと見ていく必要がある。そうでないと、米沢

市政はもう経験済みですから、図書館問題で。

ずっと言い続けられますよ。 

  そういうことあり得ますから、いろいろ条件つ

けたとしても訴訟なんか全然平気ですから。そ

ういったことも頭に入れながら、将来にわたり、

今審査でいいからじゃなくて、20年、30年後を

考えて取り組んでいただきたいと思います。 

  そして、今政府でやっている農政改革について
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も、これについては市長も、あるいは農業委員

会、産業部門、慎重な対応を求めていかなけれ

ばならないとしております。全くそのとおりで

すね。市長が慎重な対応を求めていくという、

この改革については、現場を知らないような改

革ですから、慎重な対応を求めていく、誰にど

う求めていくのか、今考えがあればお伝えくだ

さい。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 一般的なことでありますが、普

通は国への要望は県の市長会、各市から提言を

出して、それが重要性の度合いによって東北市

長会、そして国のほうに上がっていく。また、

東北市長会から上がっていく中で、さらに重要

なものなどは、実際に東北市長会の会長、副会

長、各県の会長が一緒になって関係省庁に要望

活動に行くという仕組みになっております。で

すから、あくまで一般論ですが、実はそういう

ような形で国に要望、あるいは提言として上が

っていきます。 

  なお、今年度は東北市長会の副会長にもなって

おりますので、先日の全国市長会の折にも、特

に震災関係で仙台市の奥山市長、各県の市長会

長ともども要望活動を行ってまいりました。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 東北市長会の副会長

ということで、絶好な場所にいるわけですから、

どんどん国に対して農政改革というものに、こ

れ現場にそぐわないよということを声を出して

いただきたいと思います。 

  農地に関する認識も同じでありましたので、特

に申し上げませんけれども、重要だ、重要だと

わかっているわけですから、この重要なものを

軽はずみなものにしないように改めて申し上げ

て、次の建設業の人材不足、これに対応するも

のについて申し上げます。 

  これについてもおおむね私と認識を同じくする

ところでありました。ただ、これも懸念という

部分があるので、二、三申し上げさせていただ

きます。 

  まず、米沢市公共施設白書なんですけれども、

ことしじゅうにはでき上がるんじゃないかとい

うふうに伺ってはおりますけれども、その後そ

れができ上がったとしても、施設の参考資料で

はなくて、やっぱり生かしていかなければなら

ないということは総務部長もおっしゃっていた

ので、いいんですが、なるべく早期に計画を出

して、総合管理計画を出して、そして事業、中

長期的な雇用に結びつくような事業、活性化に

結びつけていきたいということでありました。 

  ぜひこれは言葉だけじゃなくて、実行に移して

いただきたいと、今は至らないけれども、でき

るだけ早期、いつものことですけれども、でき

るだけ早期というのは二、三年という意味合い

じゃないと思いますので、ぜひ早期にお願いし

たいと思います。 

  そして、国土強靱化、国土強靱化についても認

識一緒でありました。米沢市も計画に沿って進

めると、さらには、米沢市の総合計画にも盛り

込んでいくものがあれば盛り込んでいきたいと

いうことでありまして、ぜひ実効性あるものに

していただきたいんですけれども、ただ、ここ

で国土強靱化についての話の中で多極分散型、

一極集中の国土ではなくて、多極分散型の国土

形成を目指していくんだというのがこの国土強

靱化の話でありました。 

  それと同じような話がきのうの堤郁雄議員の質

問の中で、人口減少の話ですね、対応する思い

を市長にお伺いしたときに、市長も一極集中と

いう方策を改めていくべきじゃないかと。それ

も国に対してというんでしょうかね、国の進め

てきた方策を、一極集中の方策を国の政策の根

幹に係る、働きかけていく、この働きかけてい

くというのもさっき言った東北市長会という認

識でよろしいわけですか。 

○島軒純一議長 安部市長。 
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○安部三十郎市長 はい、そのように普通はなって

いきます。また、山形県選出の国会議員の方々

との懇談会などでもそういう話は今後していき

たいものというふうに思っています。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） ぜひこれは強力に言

っていただきたいんですけれども、ただ、ちょ

っときのうの堤議員のときの議事録を事務局に

確認したところ、国が進めてきた東京一極集中

を改めるよう働きかけていくということなんで

す。これ言わないほうがいいですよ。国が進め

てきたというのは。それ間違いですからね。間

違いです。 

  国が進めてきたのは、全国総合開発計画といい

まして、昭和37年から全総、全総と言いますけ

れども、新全総、三全総、四全総、全国総合開

発計画、これあります。最初の昭和37年の段階

からですよ、均衡ある国土の形成、新全総、全

国的なネットワークの整備、三全総、定住圏構

想、四全総は多極分散型国土の形成、これで国

は実は東京一極集中を進めてきているわけじゃ

ないんですよ。だから、国が進めてきた一極集

中というと、何か根拠が怪しくなるので、国が

進めてきたのは多極分散型国土形成なんです。 

  ですから、それはちょっと、それ言っちゃうと

何か、何だ理解が足りないと言っているのか、

感覚だけで言っているのかとなりますので、こ

れは国が進めてきたというんじゃなくて、今問

題なのは、この第四全総、五全総と言われるも

のまで国はありました、これまで。平成20年ま

ではあったんですよ。ところが、この全国総合

開発計画がなくなっちゃったんです。これが問

題だと思うんですよ。どこの国にですよ、国土

の計画もない国なんてないですよ。だから、危

機感を持ったのか、今の内閣で強靱化、それで

分散型国土をつくろうということになっている

わけですから、ですから、私はこの国土開発計

画というものを再度立てるべきじゃないかと、

そういうような提言をしてもらいたいんです。

平成17年に、10年前変わったのが、この国土総

合開発がもうなくなったんです。国土計画はし

ないと。そのかわりに国土形成計画法、国土形

成計画というものをつくりました。これ真っす

ぐ言うと地方に丸投げという話なんですよ。丸

投げします。そういう計画に変わっちゃったん

です。 

  ですから、地方に丸投げですから、財政基盤の

強い首都圏などはますます一極集中化していく、

そういう意味合いで一極集中化というのは当た

りですけれども、国が進めてきたわけじゃない

ので、その意味合いで言えば、国土計画という

ものを持つべきだというものを提言してもらい

たいと思うんですが、市長いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 きのうも、そしてこれまでも一

極集中型の国土形成という表現を用いてきまし

たが、正確に言うと、私が言わんとするところ

は国土形成という言葉はふさわしくなくて、本

来の考えからいくと国の経済政策と言ったほう

がいいんだというふうに思います。うまい言葉

が見つからずにそういう言葉を使ってきました

が、本来の趣旨は国の経済政策という意味でそ

ういう言葉を使ってまいりました。すなわちや

はり東京、首都圏一極が繁栄する、一極にその

結果人が集まってくる、そういう国のあり方だ

ったというふうに思います。 

  その裏表として、やはり地方においては農業の

衰退、すなわち産業の衰退、すなわち人口の減

少というようなことになってきたというふうに

思っていますので、国土整備という、そういう

意味でなくて使ってまいりましたが、もうちょ

っと本来の趣旨を生かすうまい言葉を探したい

というふうに思っています。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） そのとおりだと思い

ますね。それで、その一つとして国土強靱化と
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いうものも実は経済振興につながるものだと思

っております。つまりですよ、国土強靱化とい

うのは、それぞれの地域、東京だけ終わっちゃ

ったら、大地震がきたらもうその国は成り立っ

ていきませんよではなくて、それぞれの地域が

経済を持つ。そして、それぞれの地域をつくる

ネットワーク、道路網、鉄道網を整備する。そ

ういうことなんですね。 

  ですから、どこかの地域が大被害を受けたとし

ても、どこかがバックアップをするんだと。そ

の機能を米沢が持つべきじゃないのかと。どこ

かの地域が被害に遭ったときには米沢がそのバ

ックアップ機能を持つんだと。そのための道路

網整備、鉄道網、さらにはエネルギー、これが

国土強靱化なんですね。その役割も考えている

ということでありますので、ぜひ積極的にこの

国土強靱化、あわせて市独自でできる白書等々

での中長期的な視野を持って、建設業のみなら

ず、いろんな人たちが雇用というものに安心で

きるような米沢市政になっていただきたいなと

思っております。 

  総じて言えば、危機管理という意識を農政、あ

るいは産業部のみならず、建設部のみならず、

危機意識というものを持って取り組んでいただ

きたいということを申し上げて終わります。 

○島軒純一議長 以上で、17番渋間佳寿美議員の

一般質問を終了し、暫時休憩いたします。 

  再開は午後１時といたします。 

 

午後 ０時１０分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時００分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、高齢社会へ向けての行政支援について、

相田光照議員。 

  〔１８番相田光照議員登壇〕（拍手） 

○１８番（相田光照議員） 一新会の相田光照です。

中日の午後１番ということで、本日は前の渋間

議員から、私初め齋藤千惠子議員、そして中村

圭介議員と一新会が４人も続きます。午後少々

騒がしくなるかもしれませんが、どうかおつき

合いくださいませ。 

  では、質問に入ります。 

  私の父方の祖父は、私の誕生する前に既に亡く

なっておりました。そして、母方の祖父は高校

時代に、ともに病に伏して亡くなっております。 

  一方、祖母２人は今も健在しております。母方

の祖母はことしで90歳、そして父方の祖母はお

めでたいことにことしで100歳を迎えることにな

っております。２人とも元気にしているとはい

え、歩行も困難になりつつあり、施設でお世話

になっている高齢者であります。 

  100歳の祖母に関しては、要介護認定を受けて

いますが、たまに私の名前も間違いますが、孫

だということだけはしっかり覚えており、入浴

も介助を必要としながらも自分で洗身、体を洗

うことのできる状態であります。このことはひ

とえに施設の介護従事者の皆さんのおかげであ

り、頭の下がる思いであることは言うまでもあ

りません。 

  さて、本日の質問は、我が家族の実情やこれか

らの社会情勢を鑑みて「高齢社会へ向けての行

政支援について」２つの提案をさせていただき

たいと思います。 

  高齢化にかかわる質問は、先輩議員の皆さんや

３月の代表質問で我が会派の海老名代表が伺っ

ておりますが、今回は視点を変えて高齢社会に

向けて質問いたします。 

  まず初めに、現在の米沢市における高齢者数、

それと市内介護認定者数をお教えください。 

  高齢化社会を語る上で、決して抜きにできない

ことは、周知の事実である2025年問題です。
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我々の父母の年代である第１次ベビーブームで

誕生したこの３カ年、約800万人を数える団塊の

世代と呼ばれる人々が2012年から65歳を迎え始

め、来年2015年には全ての団塊の世代の人々が

前期高齢者の仲間入りをします。そして、2025

年には75歳以上の後期高齢者へ移行するもので

す。 

  介護や福祉という観点から見ると、2025年には

超高齢化社会とともに、単身化社会がやってく

ると言われております。それは必然的にこの分

野の需要をますます増加させ、介護予防や終末

期の医療及び看護、いわゆるターミナルケアま

でを含めた高齢者介護の問題、単身化や孤独の

問題が急増すると思われます。 

  2010年には15歳から64歳の現役世代5.8人で75

歳以上の先輩１人を支えていたものが、2025年

には3.3人で１人、2042年（平成54年）以降は、

高齢者人口は減少に転じますが、高齢化率の上

昇はとまることはありません。2060年（平成72

年）には1.9人で１人を支える、つまり３人のう

ち１人は高齢者という時代がやってきます。 

  そして、この問題と時を同じくして話題に上が

ってきたのが、高齢者介護従事者の離職の問題

でした。内閣府高齢者白書によれば、平成12年

55万人だった介護職員数は、平成24年度で149万

人、2025年には212万人から255万人の職員が必

要となると見込まれております。現状からさら

に100万人近い人材を確保しなければ、これから

くる介護需要には対応できないのであります。 

  しかも、介護業界は慢性的な人手不足で悩んで

いる上、離職の実態もあるのです。ただ、私に

はこの介護従事者の離職ということが現実味を

帯びたものではありませんでした。親族・友人

を含め私の周りには高齢者介護に従事している

者が数多くおりますが、離職をしたいという話

を一度も聞いたことがありませんでした。 

  しかし、現実には大きな問題になっている。こ

の私の中での矛盾こそが今回の一般質問へ駆り

立てた要因でした。そして、調べれば調べるほ

ど今から手を打つべく必要があることもわかっ

てきました。 

  ここで皆様に御紹介したいと思います。 

  こちら資料がございます。これはＩＳＦＪ日本

政策学生会議と言われる民間の非営利政策シン

クタンクの学生たちが研究した論文であります。

この政策論文の中に、おもしろい記事がありま

した。昨年11月に明治学院大学西村万里子研究

会に所属する赤松幸洋さん、織田遥さん、木村

理美さん、徳山祐輔さん、中嶋萌さんが、「介

護労働者の離職を防ぐための賃金と労働環境の

改善」というタイトルで共同研究をしたもので

す。 

  この研究は、厚生労働省の調査結果や毎年介護

労働実態調査をしている介護労働安定センター

の調査結果を、客観的に実を分析し、建設的に

理を積み立て、主観的に論を構成しています。 

  この論文に深い興味を示したのは、山形を研究

主体にしていることでした。なぜ山形だったの

でしょうか。離職を促す最大の要因は、他の職

種に比べ賃金が低いところにあるのではないか、

私はそう思っておりました。 

  案の定、平成23年度介護労働実態調査では、全

国平均月収21万1,900円に対して、山形県は19万

3,996円であり、月額約２万円の差が生じており

ます。しかし、介護職全体の離職率全国で16％、

特定の施設の入居者生活介護に関しては24.9％

という数字になっております。 

  これに対して山形県内の介護離職率は11.7％と

低く、くしくも全国平均値よりも月収、離職率

がともに低いのは岩手県、青森県、そして山形

県、この東北３県のみでした。このことが調査

研究の対象になり、給与が安いことが離職の最

たる理由にはなっていない誇らしい県、それが

我が山形県であると感じました。 

  ただし、最大の要因ではなくとも、全国どこで

もこの賃金の格差、それに対する要因の一因と



- 97 - 

なっていることは全国どこでも一緒であるとい

う事実はつけ加えておきます。 

  そんな誇らしげな山形県ですが、そこに甘んじ

ておくことは、さきに述べた2025年以降の問題

に先手を打たないことと同じことです。私はこ

のようなよき状況だからこそ、１点目の高齢者

介護従事者の離職を抑制する施策の提案をさせ

ていただきたいと思います。 

  その前に、現在もしくは昨年度中でも構いませ

ん。米沢市内の介護施設における介護従事者数

及び離職割合を統計的におとりならば教えてい

ただきたいと思います。 

  現在の公的介護保険制度では、要介護度が重く

なるほど介護報酬が高く、逆に要介護度が低く

なればなるほど介護報酬が低くなる仕組みにな

っています。施設の収入面から見て、介護保険

では入所者の要介護度が軽いほど施設が受け取

る介護報酬は安くなるため、介護現場からはリ

ハビリ等を積極的に行い、要介護度を改善させ

ると報酬が低くなってしまうというジレンマも

生じている現状があります。もちろんこれは例

ではありますが、このような思いを米沢市内で、

この矛盾を感じている方々も少なくはないでし

ょう。 

  つまりみずからの仕事に誇りを持ち、モチベー

ションを高め、この矛盾を受け入れている現状

こそが山形県内の離職率の低下をつくっている

のです。この矛盾を根底から変える施策は国の

権限ですべきだと思います。 

  だからといって、各地方自治体は指をくわえて

いるわけにはいきません。このことに最も早く

気づき、先駆的に事を起こしたのは、東京都の

品川区です。昨年より４月１日を基準日として、

過去１年間の指定10施設の利用者要介護度、そ

の変化を調べ、奨励金の交付を決定いたしまし

た。 

  例えば要介護度４の人が３へ、１段階軽くなっ

た場合、１カ月につき２万円の成功報酬を支給

します。つまり11カ月連続で介護３を保てば、

11掛ける２万円、つまり22万円の報酬が特養な

どそれぞれの施設側へ交付されることになりま

す。 

  介護職員の励みにしてもらい、経営の安定化を

支援することで、介護サービスの維持や向上に

つながればと区の当局関係者は期待しているそ

うです。 

  そこで、お伺いいたします。 

  今現状での米沢市が行っている高齢者施設に対

する支援の状況についてお教え願います。そし

て、今後加速度的に迫ってくる米沢市の高齢者

を鑑み、品川区が行っているような要介護度改

善成功報酬制度を、ここ米沢市に導入してはど

うでしょうか。 

  モチベーションを高め、介護職員の離職防止、

つらい・きつい・安いのイメージを払拭し、将

来に向けて優秀な介護従事者の人材確保のため

にもお答えいただければと思います。 

  続いて、２点目の介護予防事業への参加促進に

向けての提案をさせていただきます。 

  介護を受けざるを得ず、従事してもらう現場へ

の提案が１点目とするならば、２点目の提案は

要介護にならないための個々に対する提案であ

ります。 

  介護予防事業の目的は、みずからの介護予防と

健康増進に積極的に取り組むこと、それと地域

やグループなど、帰属意識のつながりの中で生

きがいを感じながら自立して暮らしていくこと、

この２点であると思います。 

  そして、最大の介護予防は、生涯を通して働く

ことだと思っております。ですが、現実的にそ

れができるのは一握りの方々であるのが実際で

す。このことを踏まえ、予防の観点と雇用の観

点からお尋ねいたします。 

  現在米沢市でも第１次、第２次を含めさまざま

な介護予防事業を行っていると思います。事業

を開催しても意識的・積極的に参加していただ
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ける先輩方は少ないのではないでしょうか。健

康増進は意識下に置かなければなり得ません。

多くの方々に啓発し、参加を促すことが一つの

手段として、事業参加も促し、将来の保険料軽

減にもつながるはずです。 

  そこで、お尋ねいたします。 

  米沢市の介護予防事業の現状と今後の展開につ

いてどのようにお考えなのかお教えください。 

  さらに、参加促進を目指す中で、多くの自治体

が取り入れている参加のポイント制、仮称では

ありますが、「長寿イキイキ・ポイント」を導

入して、参加促進をしてみてはどうでしょうか。 

  参加することにより物的目的を設ける。多くの

自治体では現金に換金できるシステムを構築し

ていますが、私は現金ではなく、ポイントに応

じて市内の商店街で使えるような施策を講じて

みてはと考えております。このことについての

当局の御所見をお尋ねいたします。 

  最後に、介護予防を雇用という観点からお聞き

いたします。 

  働くこと、人に必要とされることは人間にとっ

て生涯必要なことだと思います。たとえそこに

対価が存在しなくても、成就感は大いに得るこ

とができる手段の一つで、定年退職を迎えても

まだまだ働ける、何かのために動きたいと思っ

ている先輩方はたくさんいるのが現実です。 

  そこで、お聞きいたします。 

  米沢市のシルバー人材センターの登録者数及び

雇用の状況、期間や職種も含めて、また定年退

職を迎えた高齢者が今後ふえていく中で、その

方々に対する雇用を米沢市としてどのように考

えているのかお教え願います。 

  これらのことをお尋ねするとともに、人の命や

生活を預かり、みとりまで支援するという人間

の尊厳にかかわる重い仕事をなさっている高齢

者福祉に従事している全ての皆様に尊敬の意を

表して、私からの壇上質問といたします。 

○島軒純一議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの相田光照議員の御質

問にお答えをいたします。 

  私からは、介護施設における介護従事者の離職

を抑制する施策の提案についてお答えします。

その他につきましては部長よりお答えします。 

  まず、本市における65歳以上の高齢者数であり

ますが、平成26年４月１日現在で２万3,513人で

あり、高齢化率は27.6％です。昨年は26.9％で

したので、毎年人数と割合がともにふえている

状況です。 

  また、要介護認定者は、平成26年３月末現在で

4,536人です。そのうち、要支援１の方が327人、

要支援２の方が393人、要介護１の方が941人、

要介護２の方が949人、要介護３の方が655人、

要介護４の方が579人、要介護５の方が692人と

なっている状況です。 

  平成25年３月末現在の要介護認定者数は4,447

人でありましたので、認定者数についても、高

齢者人口の増加や介護保険制度の浸透に伴い、

毎年増加している状況であります。 

  この数字を踏まえ、介護施設における介護従事

者数及び離職割合についてお答えをいたします。 

  平成24年度山形県介護労働実態調査結果により

ますと、県内の介護保険サービス事業所に勤務

する介護労働者数は約２万1,200人で、離職率は

１年間の訪問介護員、介護職員、看護師の３職

種の離職率13.2％となっている状況です。 

  離職する理由としては、職場の人間関係に問題

があったためというのが19.3％と最も多くなっ

ていました。さらに、性別で見ますと女性が職

場の人間関係に問題があったためと答えた方が

18.4％と最も多く、一方、男性では、26.6％の

収入が少なかったためというのを筆頭にして、

自分の将来の見込みが立たなかったためが

25.4％と続いている状況であります。 

  介護従事者の離職については、市としても課題

であると考えております。山形県が今年度から
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介護職員の人材育成及び確保、定着、離職防止

を図るため、山形県介護職員サポートプログラ

ムを実施しております。市としましてもこれと

あわせて連携、共同を図るなど、今後も介護職

員が安心して介護業務に従事できるように努力

してまいりたいと考えております。 

  続いて、高齢者施設に対する本市の支援の状況

についてお答えします。 

  国では平成21年の介護報酬改定によって、３％

の処遇改善を図りましたが、他の業種との賃金

格差を縮め、介護は確固とした雇用の場として、

さらに成長していけるよう介護職員の処遇改善

に取り組む事業に対して、平成21年10月から平

成24年３月までの間、介護職員処遇改善交付金

を交付してまいりました。 

  さらには、平成24年介護報酬改定において交付

金による賃金改善の効果を継続する観点から、

交付金を介護報酬に移行し、介護職員処遇改善

加算が創設されております。このような国の処

遇改善に市は依拠しているわけでありますが、

独自の支援策というのはまだ特に行っておりま

せん。 

  次に、要介護改善成功報酬制度の導入について

お答えをいたします。 

  現在国では要支援の認定を受けている方へ運動

機能向上や栄養改善、口腔、口の中ですが、機

能向上サービスを行う通所サービス事業所に対

して要支援状態を維持、または自立まで改善し

た方の割合が一定以上となった場合に、翌年度

に介護報酬として評価する事業所評価加算が創

設されております。 

  これは要支援１及び要支援２という状態区分が

どのように変化したかで事業所のサービス提供

の結果を評価する介護保険制度上の成功報酬と

言えるものです。高齢者施設に対する支援は現

在も市独自ではありませんが、介護職員処遇改

善加算、事業所評価加算ということで配慮され

ている状況であります。 

  市といたしましても、先進地の状況を参考にし

ながら、処遇改善について今後研究してまいり

たいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

  〔菅野智幸健康福祉部長登壇〕 

○菅野智幸健康福祉部長 私からは、介護予防事業

への参加促進に向けての提案についてお答えい

たします。 

  まず、介護予防事業の現状と今後の展開につい

てであります。 

  介護予防事業は、活動的な状態にある高齢者を

対象としてできるだけ長く生きがいを持ち、地

域で自立した生活を送ることができるようにす

ることを支援する１次予防事業と、要支援、要

介護に陥る可能性の高い高齢者を対象にした２

次予防事業で構成されております。 

  本市では、１次予防事業を健康課、２次予防事

業を高齢福祉課が担当しております。１次予防

事業につきましては、米沢市介護予防教室とし

て社会福祉法人及び医療法人などへ委託し、主

にコミュニティセンターを会場として実施して

おります。 

  実績としましては、平成24年度は33回の開催に

対し1,043名の参加、平成25年度は33回の開催に

対し1,149名の参加がありました。委託法人ごと

運動機能向上のほか、認知症や鬱病、栄養や口

腔に関するものから、現在注目されております

ロコモティブシンドローム予防など多岐にわた

っております。 

  ２次予防事業につきましては、よねざわ元気塾

として介護保険の通所サービス事業や接骨院、

スポーツクラブなどへ委託し実施しております。

実績としましては、平成24年度は139名、平成25

年度は205名の参加がありました。両事業とも参

加者は年々増加しており、参加された方々から

も好評を得ております。平成26年度につきまし

ては、両事業とも委託先をふやし対応をしてお
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ります。 

  今後の展開としましては、それぞれの事業の充

実を図り、連続性を持って展開することが重要

と考えております。また、介護予防の目指すと

ころとしましては、高齢者がみずから進んで気

軽に参加できる活動の場が身近にあり、地域の

人とのつながりを通じてさらに活動が広がるよ

うな地域づくりに発展するものであることと考

えております。 

  また、今年度国では住民主体の通いの場の創出、

既存の拡充を目的として、地域づくり介護予防

推進モデル事業を実施いたします。県内では村

山地域で山形市と中山町、最上地域で最上町、

庄内地域で遊佐町、そして置賜地域で本市がモ

デル事業を実施することとなりました。 

  モデル市町は、国や県のアドバイザーの支援を

受けながら体操などを行う通いの場の立ち上げ

を行い、その後は住民による自主運営を支援す

るというものであります。今後地域の実情に応

じた介護予防事業を実践するためのきっかけと

なるよう取り組んでまいります。 

  次に、御提案の仮称「長寿イキイキ・ポイン

ト」の導入についてであります。 

  元気高齢者をふやしていくためには、イキイ

キ・ポイントの実施は参加意欲の向上につなが

るものと感じております。導入の仕方につきま

してはいろいろあると思いますが、まず１つは、

市が行う介護予防教室に参加していただいた場

合にポイントを付加して、取得ポイントを商品

券などと交換することや、複数の予防教室を受

講していただいた修了者に割引券をお渡しする

ようなことも考えられるのではないかと思いま

す。 

  また、元気高齢者の予防の観点から、高齢者の

方が介護保険施設などでボランティア活動を行

い、その実績に応じてたまったポイントを商品

券などと交換するような事業も考えられます。

このような高齢者の方がボランティア活動に取

り組んでいただくことで、高齢者自身の健康増

進が図られ、介護予防につながるものと考えま

す。 

  いずれにしても、以上のことを実施する場合、

財政面、事業所、施設関係機関などとの調整も

必要であることから、先進地などを参考にし、

今後検討してまいりたいと思います。 

  また、ポイントに応じて市内商店街で使えるよ

うな施策につきましては、イキイキ・ポイント

の実施に当たり、介護予防事業への参加意欲向

上を狙い、商品券との交換などが考えられます

が、地域内経済循環の考え方をもってすれば、

米沢市内を本拠とする事業者限定で利用できる

商品券とすることで経済効果も相乗的に増大さ

せることができると考えられますので、商業振

興や地域活性化といった視点からも、ポイント

制度の導入とあわせ広く検討することになるも

のと考えます。 

  次に、シルバー人材センターの登録者数及び雇

用の現状についてであります。 

  シルバー人材センターは、自主・自立、共同・

共助の理念に基づき、会員の総意と主体的な参

画により運営している組織であり、定年退職者

などの高齢者にそのライフスタイルに合わせた

臨時的かつ短期的、またはその他の簡易な就業

を提供するとともに、ボランティア活動を初め

とするさまざまな社会参加を通じて、高齢者の

健康で生きがいのある生活の実現と地域社会の

福祉の向上、そして活性化に貢献していただい

ているものであります。 

  会員の数につきましては、平成24年度が468人、

平成25年度は469人と、近年横ばい状態でありま

す。雇用の現状につきましては、草むしり、雪

囲い、筆耕、筆を起こすほうでございます。ふ

すま張りなどであり、短期的な雇用が主なもの

であります。 

  市としましても健康な高齢者が補助的、短期的

な就業を通じて、自己の労働の能力を生かし、
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みずからの生きがいの充実や社会参加をしてい

ただくことは介護予防にもつながると考えてい

るところであります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 夛田産業部長。 

  〔夛田美佐雄産業部長登壇〕 

○夛田美佐雄産業部長 私からは、介護予防事業へ

の参加促進に向けての提案のうち、定年後の高

齢者の雇用についての御質問にお答えしたいと

思います。 

  我が国においては、長寿命化が進行しており、

厚生労働省が発表した平成24年の平均余命は、

男性が79.94歳で、女性が86.41歳となっており

ます。我が国は男女平均で世界一の長寿命国に

なっております。 

  こうした中で、高年齢者が年金受給開始まで意

欲と能力に応じて働き続けられる環境を整備す

るため、昨年４月に施行した改正後の高年齢者

等の雇用の安定に関する法律により、定年退職

後の再雇用制度を初め、高年齢者雇用に関する

助成金や奨励金制度が設けられておりますので、

これらの周知を図り、高齢者の雇用機会の拡大

に努めてまいりたいと考えております。 

  また、これまで我が国の経済成長を支えてきた

高齢者の経験や技術を生かしていくことが今後

の産業の発展にとって必要であると考えており

ます。山形大学が山形県から受託して行ってい

るものづくりシニアインストラクター事業によ

る企業ＯＢを活用したものづくり企業の育成事

業を支援しているほか、シルバー人材センター

では、厚生労働省のシニアワークプログラム地

域事業による高齢者の能力や就労意欲を高める

事業等に取り組んでいるところであります。 

  高年齢者が健康で意欲と能力がある限り、年齢

にかかわりなく働き続けることができる社会の

実現は、社会の活力を高めるとともに、介護予

防にもつながるものと考えており、今後とも高

齢者の雇用機会の創出に取り組んでまいりたい

というふうに考えております。 

  私からは以上でございます。 

○島軒純一議長 相田光照議員。 

○１８番（相田光照議員） それでは、順番どおり

といいますか、高齢者の介護従事者の離職を抑

制する提案ということでお尋ねいたします。 

  現在の米沢市の高齢化率が27.6％と年々上がっ

ている現状があります。でも、これは米沢市に

限ったことではなく、日本全国どこでも同じよ

うな実態であると思われます。この2025年度問

題ということも考えれば、米沢市も同じように

2025年にはより高い高齢化率になるのではない

かと思われます。 

  そこで、当局として、いわゆる2025年度問題を

鑑みて、75歳以上の方々が大体どのくらいにな

るのかなと。その高齢化率は何％ぐらいになる

のかという試算等はなさっておりますでしょう

か。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 2025年、この時点での本

市の高齢化率の予想でございますけれども、本

市独自では申しわけございません、資料ござい

ません。 

  ただ、全国的な資料、それから山形県の資料と

いうものがございまして、全国的に見ますと、

この時点で30.3％になるだろうと。それから、

山形県におきましては35.7％というふうな数字

が出ております。近年で山形県と米沢市の数字

を比較しますと、大体山形県よりも３％なり

２％なり落ちているのが米沢市の状況のようで

す。したがいまして、この山形県の数字35.7％

から二、三％下がったくらいの数字、33％前後

の数字になるのかというふうに予想しておりま

す。 

○島軒純一議長 相田光照議員。 

○１８番（相田光照議員） この75歳以上のいわゆ

る後期高齢者と、後期高齢者という言葉は余り

好きでないんですが、75歳以上の先輩方が何人
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になるという数字的なものは米沢市で把握はし

てないでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 申しわけございません。

ちょっと今手元にございませんので、ちょっと

お答えすることはできない状況です。推定とし

てさまざまな計画をつくりますので、そういっ

たところは押さえてございますけれども、今ち

ょっとこの場所に私数字として持っていない状

況でございます。 

○島軒純一議長 相田光照議員。 

○１８番（相田光照議員） 30％、33％になると。

単純に考えて今よりも６％ほど、５％ないし

６％の割合で高齢化率がふえるということは、

75歳以上、65歳以上の先輩方の数もふえていく

ということになると思います。その将来ふえる

であろう、いわゆる65歳以上、75歳以上の方々

に対する対応として、米沢市は今後どのような

形でそれに向けて施策を講じていかなければな

らないのか、その部分に関して将来に向けての

高齢者福祉という観点から施策等はお持ちでし

ょうか、米沢市として。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 2025年ということで、こ

れから10数年先ということでございますけれど

も、これに向けては、まず地道な活動としまし

ては、ことしも計画を策定しようとする介護保

険計画というのがございます。これは３年間の

ローリングでその都度先々に向けて計画を策定

していくものです。 

  したがいまして、まずはここの中で、当面３年

ないし５年なりの先々のことを見越しながら、

今現在の何回か答弁もさせていただきましたよ

うに、アンケートなりで要望を頂戴しながら、

まずこの保険制度をそのサイクルで構築してい

くというのが１つございます。 

  あわせまして、今度は10年スパンということに

もなりますので、そうしたときに、今度は米沢

市ばかりではございません。国全体の中の動き

というところも注視しながら、まだちょっと今

具体的なところ持っているものではございませ

んけれども、そういったものを見据えて、大き

なスパンの計画をまた一つ考えていかなければ

ならないというふうに思っているところであり

ます。 

○島軒純一議長 相田光照議員。 

○１８番（相田光照議員） この福祉の分野は非常

に毎回私後手後手になるなと感じているんです。

結局やっぱり国や県、それぞれの決まった方針

に応じて各自治体が行っている、もちろん補助

金の関係もあるがゆえ、そうせざるを得ない実

情もあると思います。ですが、今後これからく

る超高齢化社会に向けては、それぞれ各自治体

がそれぞれの自分たちの施策を講じていく。そ

のためには、もちろん予算組みも必要です。健

康福祉部ばかりではなく、やはり総体的に全市

庁全てが将来に向けていろいろ考えながら施策

を講じていかなければならないのではないのか

なと思っているんです。 

  私は今すべきことということで、確かに部長お

っしゃったとおりに３年計画によって第６次介

護計画なり、米沢市の高齢者福祉計画、これを

策定する。今26年はその作成年度であると。27

年度以降、29年まで３カ年でそれを実施してい

って、それをもう一度検証しながら新しいもの

をつくっていくという、この流れでいくと思い

ます。 

  その中でも、やはり今後絶対的に高齢者の数が

ふえていく、つまり高齢者の数がふえていって、

要介護認定、要支援の認定を受けている人もふ

えていく現状があると。そうなれば、しっかり

とした受け皿となる、いわゆる介護に従事をし

ている人たちに対する、要介護者自身の環境を

整備していくことも必要なんではないかなと私

は思ってこの提案をさせてもらいました。 

  老人ホームの待機者が数多く、200数人という



- 103 - 

方々がおります。私は将来に向けてそういう

方々がもちろん受け皿になって入れるものがあ

ればいいと思います。しかし、現実に今老人ホ

ームなり、老人保健施設を例えば簡単につくっ

てくれと民間の社会福祉法人の人に頼んでもで

きないのが現状だと思います。そうなれば、あ

る程度の施策を講じて、特養、特別養護老人ホ

ームや老人保健施設に入っている方々が一生そ

こで暮らすのではなく、少しでも改善をしてい

って、できれば私は退所の方向でいけるように

なっていく社会構築をすべきだと思います。 

  そのために、この介護報酬制度、要介護度を下

げていくと、要支援を下げていくことによって、

それぞれ自立できるシステムをつくっていく。

そのためには、介護従事者の方々が低賃金の中

でも一生懸命やってくれる、モチベーションを

持ってやっているというこの現実に対して矛盾

が生じない施策を米沢市独自として構築するべ

きではないかなと思います。 

  介護報酬が例えば介護４から３に下がります。

ここに差額分が生じるはずです。４の介護報酬

分、３の介護報酬分、下がれば介護報酬が下が

る分があると。この下がった分は施設には入ら

ないわけです。いわゆる施設にお世話になって

いる方が下がることによって、施設に入るお金

はこの分減ると、介護保険料も減ると。 

  でも、全てを取っ払うのではなくて、10という

数があるとするならば、４を３に、３を２にで

きたのであれば、この10のうちの７でも８でも

いい。ここまでのものを使ってそれをしっかり

と施設に還元することによって、それがそこで

働く職員の給与となって反映されたり、または

施設のいわゆる整備に使われたりするような形

になると思うんです。結局一生懸命頑張って、

頑張れば頑張るほど施設に入るお金が安くなる

って、この矛盾はどこかで是正しなければいけ

ない。もし国とか県が、待っているのであれば、

いつになるかわかりません。それに早く気づい

たのがこの品川区だったと思います。 

  先ほど御紹介した政策論文の中で、さまざまな

アンケートをとったんですね、これ。そのアン

ケートは山形県、岩手県、青森県、各県15施設

ずつにアンケートをとったそうです。そのアン

ケートの中に興味深いものがありまして、賃金

の改善で離職を防ぐことができるのかと、そう

思うという方がここだけでは22％、78％の人は

そうではないと、それだけではないと。 

  先ほど市長が答弁なさっていただきましたが、

離職につながるのはさまざまな人間関係だった

り、労働環境、そして賃金の安さ等々、さまざ

まな複合的な理由によって離職につながってい

るという現実があります。 

  じゃあ今度はその離職をとめるために、いわゆ

る介護職員、自分自身が介護職員としてその人

たちが将来65歳以上になって介護保険制度を優

遇してもらえると。介護に従事している方は、

介護保険制度を自分が65歳以上になって、その

介護保険を利用するときに優遇してもらえる特

権はどうだろうというアンケートがあります。

このアンケートは賛成が16％でした。反対が

34％。理由は、その介護保険をそもそも使うか

どうかもわからない。将来のことまで期待して

介護職を選んでいるわけではないんだと。介護

職の職種だけ優遇するのはおかしいんでないの

という意見が大体25％ぐらいずつで、75％を占

めていました。 

  じゃあ何ならいいのかなというアンケートで１

つ出たのが、サービスのよい事業者に対して特

別な補助金を出すという制度だったらどうだと

いうアンケートがあったそうです。このアンケ

ートは97％が賛成だと。いわゆる一律的に補助

金を介護施設だから頑張ってねと、はい、じゃ

あこの補助金で将来を担ってくださいではなく

て、しっかりとした対価、自分たちの頑張りに

応じて優良なサービスを提供した事業所に対し

ては、市が、いわゆる行政がそれぞれで独自で
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判断を持って補助金、補助制度を出してほしい。

それだったら喜んでもらいますよというのがこ

の97％という数字になっているのだと思います。 

  先ほどやめる理由ありましたが、じゃあ逆に介

護職が、職員の方々が介護の仕事を続けられる

理由、そして、やめたいと思ったけれども、踏

ん張れた理由というのが載っていました。これ

ともに上位３つ一緒でした。まず１つが、労働

条件がまずよかったと、職場の人間関係、これ

本当に表裏一体なんですね。やめたいと思うこ

とも労働条件、続けたいと思うのも労働条件だ

ったり、職場のよい人間関係、悪い人間関係、

それによってなっていた。 

  注目すべきが３番なんです。３番がやりがいな

んです。いわゆるやりがいを持って仕事をして

いるからこそ、きっとこの介護職に限らないと

思います。私も自分の仕事にやりがいを持って

いるし、皆さんもそうだと思います。ですが、

このやはり介護職と言われる、きついというイ

メージの中で、何度も心折れそうになりながら

も、そこでこれやんなねと、俺がやんなきゃだ

めだという思いをやりがいを持ってやっている

と。 

  つまりこの仕事に大きなプライドを持って、誇

りを持ってやっている。一生懸命頑張って利用

者の方々をできるだけよくして、歩けるように

したい、風呂に入れるようにしたい、自分で歩

行できるようになってほしいと思いながらやっ

ているにもかかわらず、それが現実的には施設

に介護報酬という形で減ってしまう現実がある

と。だからこそ、介護報酬が減った分全てとは

言いません。その中でも市独自の裁量で、もち

ろんここは財政ともきっちり煮詰めていただい

て、財政はもう財政だから、全く福祉は別だと、

そういう考えではありません。本当にこれから

の将来の米沢市は間違いなく超高齢社会になり

ます。その中で、今先手を打って、今だからこ

そ先手を打ってやっていく事業を展開していく

ことが私は必要だと思いますが、それも踏まえ

て、研究なさっていただけるということでした

が、具体的に研究という言葉がどのくらいのも

のかわかりません、私は。これに対して市とし

てしっかりと前向きに捉えていただけるのでし

ょうか。それをお聞きしたいと思います。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 まず最初に、御紹介いた

だきましたＩＳＦＪ、その研究資料、そこの中

で評価されている部分で議員御紹介のとおり、

介護の職場の中でプライドを持ってそれを評価

していただきたいというふうな部分につきまし

ては、非常に共感できる部分でございますし、

やはりアンケートでも示されているように、そ

ういった気概を持ちながら現場のほうで日々介

護に携わる方々は御尽力いただいているんだな

というふうに、今お話を聞きながら感じたとこ

ろでございます。 

  これを本日御提案いただきましたように、それ

では政策として評価制度、それに見合うような

加算と申しましょうか、バックアップのような

形になる、具体的にどうするかというふうな部

分でございますけれども、お話の中では具体的

には東京都品川区の例があるよというふうな御

紹介頂戴いたしました。したがいまして、この

たび初めてこういったところの事例を私どもと

しては伺ったわけでございますので、まずはこ

れを具体的に本当にどのように品川区さんでは

運用していらっしゃるのかと。 

  あわせてやはりその評価というものがどのよう

に現場のほうに伝わっているのかといったとこ

ろも、お話をお聞きしてちょっと興味深いとこ

ろでございましたので、その辺につきまして原

課を通じて早々調査をさせていただきたいとい

うふうに思ったところであります。 

○島軒純一議長 相田光照議員。 

○１８番（相田光照議員） この事業は本当に昨年

から始まったばかりで、本当にまだ新しいもの
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です。この品川区に呼応するように岡山市、滋

賀県の名前、町名まではわかりませんでしたが、

数多くの自治体がこの品川区の取り組みを見ま

して、川崎市もです。川崎市、品川区、滋賀県

の町だと思います。ここが今年度本当に調査研

究に入っております。岡山市に至っては、特区

申請を国にして独自ですると。またちょっと一

歩進んだことをしております。 

  ただ、これが政令都市だからできる権限なのか、

そのことまではわかりませんが、まず政令都市

でない、人口30万人の品川区が現実にやってい

ると。ここの予算は660万円でした。年間予算を

一応660万円をとっている。人口割合からして米

沢市は４分の１とは言いません。３分の１と考

えても200万円ぐらい、300万円で恐らくできる

のではないかというふうに私は思っております

ので、その辺もちょっと研究していただいて、

第６次介護計画なり、この今市がつくっている

次期総合計画等々に入れていただくことをまず

お願い申し上げたいなと、要望をしたいと思い

ます。ぜひその研究をしていただいて、一歩進

んだ市独自の施策を、財政当局にも非常に協力

してもらわなければいけないと思います。その

辺も鑑みながら、お互いに手を携えてやってい

ただきたいということをお願い申し上げたいと

思います。 

  続いて、長寿、イキイキ・ポイントですが、部

長の御答弁を聞き、こちらのほうは非常に前向

きに取り組んでいただけるように私は捉えまし

た。この予防事業のポイント制度というのは非

常に多くの自治体でやっております。埼玉県の

志木市、神奈川県大和市、これも岡山市です。

岡山市はダブルでやっているんですね。大体大

きい都市なんです、やっているのが71万人とか、

30万人とか。 

  でも、その中で米沢市と同じようなところでや

っているところないかなと調べたら、あったの

が新潟県の柏崎市です。ここ人口８万8,000人で

す。同じような感じで、いわゆる予防事業に参

加することによって１ポイントもらえると。こ

こはもちろん商品券にかわること以外にも、い

わゆる入浴温泉施設、米沢で言うならば、例え

ば八湯会、例えば10回のポイントで1,000円分の

商品券と交換できる。でも、もう一つは1,200円

分の入湯券、400円掛ける３でもいいと思います。

ちょっとわかりませんが、そういう八湯会で入

れる温泉券を３枚に交換できる、かえられるよ

うなシステムなんかも米沢市のいいところをと

って、そういう工夫も、それこそ本当に産業部

とここは健康福祉部でタイアップをしていただ

きたいと思うんです 

  やみくもに金券ではなくて、例えばのれん会さ

んとかにお願いしながら、何か牛肉とか、そう

いうことだっていろいろアイデア一つでできる

ような気もするんです。とりあえず私はこの米

沢市内のここの地元の商店街で使えるものに還

元できればいいんでないかなと。 

  介護予防は本当に健康という部分が最大だと思

います。高齢者の数がふえていけば必然的に病

気もふえていくものだと思います。特別疾病と

言われるものがあって、いわゆる末期がん、そ

してリウマチ、骨折による骨粗鬆症などは、40

歳から64歳までの間で、その疾病にかかって、

もし後遺症、障がいが残った場合には、介護保

険を利用するか、医療保険を利用するかによっ

て選択できるはずなんです。恐らく医療保険を

まず利用すれば、入院は大体３カ月ぐらいがせ

いぜいなところだと思います。 

  でも、それ以降に関してどうするかというのは、

今度は介護保険を使って、いわゆる65歳以下の

若年世代であっても入所できるというものがあ

ります。こういう病気も予防していかなければ

ならないし、そして健康でずっと自立できる生

活を送れるように身体的に動かすこともまず一

つです。今来ている方は積極的に来るでしょう。

今来てない人はなかなか来ないと思います、最
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初は。でも、来ないと思ってやらなければ、一

生来ません。来ないと思ってもやるからこそ来

ようかなと思うんです。何かがあれば、来るき

っかけになれば私は１人が２人、２人が３人と

ふえていくことが事業を早い段階から実施をし

て、継続的にやっていくことで可能になってい

くのではないかなと。 

  現実にやっぱり介護予防のこれに関してはふえ

ているというお話がありました。米沢市もやは

り関心が高いんだと思います。そして、身体的

な健康とともに、いわゆる今度精神的なもの、

部長がおっしゃった施設なんかに行ってお手伝

いをしたり、ボランティアをすることによって

ポイントが上がる。 

  それも私ちょっと調べて、愛知県の刈谷市とい

うところで、同じようなポイント事業をしなが

ら、はつらつサポーター制度というものをとっ

ています。このはつらつサポーター制度という

ものは、はつらつサポーターに登録している施

設に定年退職をした後にボランティアに行くと。

月曜日から金曜日の間に施設側と自分たち側で

日程を調整して、例えば施設での話し相手、そ

してリハビリのお手伝い、あとは洗濯物の畳み

方、話し相手なんかが非常に人気があるそうで

す。やはりこの話すことによって、おじいちゃ

ん、おばあちゃんたちもまた職員の方とは違う

話し合いができるのではないかなと。 

  私もばあさんが入所していますが、なかなか行

ってない実情もあります。行ったとして月に一

遍ぐらい、たまに来ると喜んでくれるんだよね。

そこがやっぱり入所している方々の求めるとこ

ろでもあって、刺激も欲しい、でも退職して自

分で趣味を持って、自分でさまざまなことをや

っている方はいいと思います。 

  ただ、そういう方ばかりでもないと。その中で、

できるだけそういう機会を多くつくってあげる

ことも行政支援の一つだと思うし、そういうボ

ランティアに行ってこのポイント制度とタイア

ップして、そういうボランティアに行って１時

間１ポイント、最高でも２時間で２ポイント、

４時間いても２ポイントしか１日は付加できな

いけれどもと、さまざまな理由はあると思いま

す。でも、こういうことも利用しながら、肉体

的な、健康的なサポートと精神的なサポートを

考えていっていただきたいなと思います。 

  以上です。 

○島軒純一議長 以上で18番相田光照議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ２時００分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時１０分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、道徳教育の重要性と課題について、14番

齋藤千惠子議員。 

  〔１４番齋藤千惠子議員登壇〕（拍手） 

○１４番（齋藤千惠子議員） 皆様こんにちは。一

新会の齋藤千惠子です。 

  田んぼの稲も健やかに伸び、風に気持ちよくそ

よぎ始めております。本土より一足早く梅雨を

迎えた沖縄では、七十二候という５日ごとに変

わる日本の四季をあらわす暦で小満と芒種を組

み合わせた小満芒種（スーマンボースー）とい

う言葉で梅雨の意味をあらわしているのだそう

です。まさにこの季節を言い当てた言葉だと思

います。あっという間に１年も半年が過ぎよう

としております。 

  さて、今回は「道徳教育の重要性と課題につい

て」という大項目で、命をとうとぶとともに、

いじめを許さないといった規範意識などの根底

となる道徳教育の充実について質問させていた

だきます。 
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  まず初めに、米沢市の児童生徒を取り巻く状況

についてお尋ねいたします。 

  問題行動の発露の一つのあらわれをいじめと考

え、子供たちの周囲からいじめのリスクを減ら

すために、いじめの認知件数、内容について把

握していることをお知らせください。 

  ４月の新聞報道によると、県教育委員会では、

2013年度のいじめに関する調査結果について公

表いたしました。これはいじめに悩んでみずか

らの命を断った中学生の事件を受け、初めて全

県で質問事項を統一し、全小・中・高校で実施

した匿名アンケートの結果を含んだ調査で、い

じめの把握件数は合計2,673件、12年度の549件

の約５倍になり、統計を始めた2006年度以降で

小・中・高校とも過去最多の件数になったとい

う報道でした。 

  把握件数が大幅にはね上がったことについては、

アンケートでいじめの基準を明確にしたのが大

きな要因と説明しています。いじめの態様とし

て、「ひやかしやからかい、悪口や脅し文句、

嫌なことを言われる」、「仲間外れ、集団によ

る無視をされる」、「軽くぶつけられたり、遊

ぶふりをしてたたかれたり、蹴られたりする」、

「ひどくぶつけられたり、たたかれたり、蹴ら

れたりする」、「金品をたかられる」、「金品

を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨て

られたりする」、「嫌なことや恥ずかしいこと、

危険なことをされたり、させられたりする」、

「パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷嫌なこと

をされる」、「その他」と具体的な質問事項に

したことが大きな要因と説明しています。 

  これまでのやり方では余り洗い出せなかった部

分があらわれたと思うし、この数値が多いとか

少ないとかということより、明らかになった事

柄に対し、いかに解決・解消に向けた取り組み

をしていくかが重要なことだと思いますが、米

沢市としてこの結果を受けての考察や取り組み

についてお聞かせください。 

  私は、いじめは、児童生徒の命にかかわる問題

であり、人として絶対許されない行為であるこ

とを道徳の時間や学級活動などを通して全ての

子供たちに徹底して何度も繰り返しわかるまで

教える、指導することによりいじめの未然防止

に努める必要があると思うのです。 

  もちろん道徳の時間においては、考えを管理す

るのではなく、いろいろな考えがあることを認

め、その中で自己肯定感を育むことこそ大事な

ことだと思うのです。 

  そこで、お尋ねいたします。 

  現在、学校と関係機関で取り組んでいるいじめ

対策についてお聞かせください。 

  いじめの問題は、まず「いじめを絶対に許さな

い」という意識を皆で共有し、子供を「加害者

にも被害者にも、そして傍観者にもしない」教

育を実現することが必要だと思うのです。そし

て、いじめは決して許されないことであるが、

どの学校でも、どの子供にも起こり得るものな

のです。 

  いじめを生まない土壌をつくるために、お互い

に人格を尊重するとともに、ストレスや自己肯

定感の低さなど、いじめの背景にあることに着

目し、ここに切り込みを入れないといじめはな

くならないと思うのです。現代のいじめは、巧

妙化・潜在化・陰湿化が進んでおり、いじめの

実態がつかみにくいのも現代の特徴と言われて

います。 

  さて、ここ数年の間に携帯電話やスマートフォ

ンなどの急速な普及による全国的な青少年のネ

ットトラブルや犯罪被害などが問題となってお

ります。特に、最近のネットいじめは、複雑

化・潜在化し、中１の後半から中２の前半に集

中しているということもわかっています。 

  文部科学省は、平成20年に実施した調査により、

約３万8,000の裏サイトを確認しています。この

ようなネット上でのいじめを防ぐための本市の

取り組みについてお伺いいたします。 
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  平成25年度に県教育委員会が県内全小・中学生

を対象に実施したＩＴ機器利用実態調査では、

インターネットにつながる携帯やスマートフォ

ン、携帯型音楽プレーヤーなどを含めたＩＴ機

器の所有率は、小学生60％、中学生80％と言わ

れています。青少年が使用する携帯電話を販売

する際は、必ずフィルタリングサービスの提供

を行うことが義務づけられています。 

  しかし一方、保護者がフィルタリングサービス

を利用しないという選択もあり、インターネッ

トに接続できるゲーム機や携帯型音楽プレーヤ

ーについては、フィルタリングの必要性の認識

が低いのが現状です。得られる情報も多く、フ

ィルタリングが機能しづらいのがスマートフォ

ンです。ネット犯罪から子供たちを守るため、

通信環境の進化に伴う正しい知識を学ぶ機会を

つくることが今重要なのです。 

  そうした中、文部科学省では、ことしの３月に

携帯電話やスマートフォンなどを適切に使うた

めのリーフレットを高校生向けに作成しました。

「ちょっと待って！スマホ時代の君たちへ」と

いうリーフレットです。そこには、インターネ

ットを利用する際の留意点などが掲載されてい

ます。今やインターネットは私たちの生活に欠

かせないコミュニケーション手段となっていま

す。通信機能つきのゲーム機などで誰にでも、

どこででも手軽にインターネットができるよう

になりました。 

  しかし、その反面、さまざまなネットによるト

ラブルが起き、それに子供たちが巻き込まれる

ケースがふえてきているのも事実です。未来を

担う子供たちが安心してインターネットを利用

できるよう、そのフォローをしっかりするのが

私たち大人の役目なのです。 

  各家庭で考え方も違い、大変難しい問題だとは

思いますが、家庭でのルールづくり、社会のモ

ラル、情報発信を含めた学校の指導、トラブル

を防ぐように未然防止の周知方法などお聞かせ

ください。 

  いじめを生まない土壌をつくるために、お互い

に人格を尊重することとともに、いじめの背景

にストレスなどがあることにも着目し、その改

善を図るとともに、いじめ問題に対して全ての

関係者がその兆候をいち早く把握し、迅速に対

応する必要があります。隠さずに学校・教育委

員会・家庭・地域社会が連携して対処していく

ことが重要なのです。この問題は決して対岸の

火事ではありません。社会の心の闇が子供たち

にあらわれているのです。 

  私が購読している日本教育新聞では、平成25年

３月から１年間にわたって「いじめ問題に立ち

向かう」という連載を掲載し、いじめ防止の必

要性のみならず、いじめ防止のためのアプロー

チの提案を連載し、私も１年間かけてじっくり

この問題を考えてきました。具体的に学校現場

に取り入れることのできるツールを少し提示し

てみます。 

  スクールソーシャルワーカーの国内先駆者であ

る山下英三郎氏の「修復的対話」や「ロールレ

タリング」、また先生と生徒の向き合い方の

「教育コーチング」、現場とともにつくる「予

防教育」、そして「アサーション」、また怒り

のコントロール法を説いた「アンガーマネジメ

ント」、その他「ピア・サポート」など、実に

さまざまなアプローチ法があることを知りまし

た。 

  いじめによる自殺が社会問題化して約30年、全

国でさまざまな対策を講じてきましたが、未然

に防げなかった痛ましい現実があります。新し

い法律「いじめ防止対策推進法」が制定されま

した。「いじめ」を冠にした初の法律です。こ

の新法ができた後にも、いじめに起因すると指

摘される生徒の自殺事案は発生しています。も

ちろん法制度を整えたからといって全てが解決

するわけではなく、これはさらなる防止対策の

スタートにすぎないのです。 
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  命を大切にする教育を進めることが、長期的な

視点での自殺予防対策につながると考えますが、

本市では「命を大切にする心の育成」の教育を

どのように行っているのか、具体的にお答えく

ださい。 

  平成20年の中央教育審議会答申によると、我が

国の子供たちは、生命尊重の心や自尊感情が乏

しいこと、基本的な生活習慣の確立が不十分で

あり、規範意識の低下、人間関係を築く力や集

団活動を通した社会性の育成が不十分といった

指摘がされています。 

  これらの課題を踏まえれば、命を大切にする心

を育む道徳教育の充実や改善に取り組むことが

今喫緊の課題だと思うのです。もちろん、子供

たちの豊かな人間性は学校だけでなく、家庭や

地域社会を通じて育まれるものであり、道徳教

育の充実に当たっては、保護者と学校・地域社

会との連携が不可欠なのは言うまでもありませ

ん。 

  そこで、お尋ねいたします。 

  家庭・地域・学校のそれぞれの特性を踏まえた

役割分担をおのおのどのように考え、実際どの

ように行われているのか、またその連携の方法

についても具体的にお知らせください。 

  大きな社会問題となっているいじめ防止の観点

からも、子供たちが自己肯定感や自尊感情を高

め、人として踏まえるべき倫理観や道徳性、社

会性や規範意識・善悪を判断する力、思いやり

や弱者へのいたわりなどの豊かな心を育むこと

が求められています。これからますます道徳教

育に期待する役割は大きくなり、道徳教育の重

要性については論をまたないところですが、学

校におけるいじめを許さない環境づくりも重要

なのです。 

  いじめは人権侵害であり、決して許されないも

のであることを、もう一度社会を構成する私た

ち一人一人が日本全体で共有することが喫緊の

課題だと思います。いじめの問題は、人として

の生き方、あり方にかかわる大問題であると考

えます。 

  子供たちの規範意識や責任感を高め、豊かな人

間関係を築き、我が国の伝統や文化への理解を

深めるために何が必要なのかとの視点で考え、

道徳教育を充実していくことが大切なのです。

道徳教育は、人が生きていく上で必要なルール

やマナー、社会規範などを身につけ、人として

よりよく生きることを根本で支えるもの、基盤

となるものです。 

  そこで、米沢の道徳教育についてお伺いいたし

ます。 

  私は、米沢は歴史と文化、そしてよき先人を持

った郷土であるという誇りを持って生活してい

ます。上杉鷹山公の教え、すなわち「学問は、

人たる道を極め、これを実践に移す。学問は、

実学でなければならない」という偉大なる先人

の教えを通して、あるべき姿を教えていると理

解しています。 

  ここ米沢で脈々と受け継がれてきた教え、この

教えを礎とした米沢の教育、私は教育でしか社

会を変えることはできないと考えています。教

育こそ国の礎です。市長、市長が考える「こん

な教育を米沢から発信したい」という熱い思い

のほどをぜひお聞かせいただきたいと思います。 

  私は現在米沢市で使用している道徳の副読本、

「ふるさと米沢の心」が、熱い先生方が熱い思

いを持って手づくりしたすばらしい副読本であ

ると思いますが、教育長、ぜひ全国に誇れるこ

の副読本について御紹介いただきたいと思いま

す。 

  最後になりますが、道徳の教科化についてお伺

いいたします。 

  道徳を教科にしようという背景には、道徳教育

の抜本的な見直しと一層の充実があります。何

度も申し上げますが、規範意識や公共心・思い

やりや責任感など、家庭や社会で生活を営む上

で重要な資質が欠如している人がふえ、さまざ
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まな課題が山積みしているからにほかならない

のです。 

  教科化に当たって、現場の道徳教育の実態を踏

まえ、これからの道徳教育のあり方を教育長は

どのように認識していらっしゃるのかお聞かせ

ください。私は道徳の教科化に向けての動きは、

学校の道徳教育を抜本的に見直す機会であると

積極的に受けとめたいと考えますが、いかがで

しょうか。 

  一人一人の命をお互いにとうとぶとともに、い

じめを許さないといった規範意識などの確立の

根底となる道徳教育の重要性、充実をいま一度

見直すことを再度訴え、壇上からの質問を終わ

ります。 

○島軒純一議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの齋藤千惠子議員の御

質問にお答えをいたします。 

  今御質問にありましたように、先人たちの教え、

歴史、文化など米沢の財産と言うべきものがた

くさんあって、それを後世に伝えていくべきだ

というお考えですが、私も全くそのとおりだと

いうふうに考えております。 

  そして、事前にこんな教育を米沢から発信した

い、こういう子供を育てたいという質問の御通

知をいただきました。その通告と今御質問がこ

こでありました道徳教育の重要性、さらには、

いじめのない学校づくりという、そういう御質

問内容でしたので、教育についてはさまざまな

思いがありますが、その御質問に沿う形での私

の考えをいろいろさまざまな思いがある中で、

御質問に対しての部分でお答えをしたいという

ふうに思います。 

  まず、こんな教育を米沢から発信したいという

ことですが、毎年４月１日に行われる教員の辞

令交付式のときに、市長としての御挨拶で毎年

申し上げていることがあります。それは何かと

いうと、学校、教室には勉強のできる子供も余

りそうでない子供も、あるいは運動の得意な子

供も不得意な子供も、体の丈夫な子供も健康に

恵まれない子供も、円満な家庭から登校してく

る子供も不安な家庭に下校していく子供も状況

はさまざまあるわけですが、それら全ての子供

にとって思い出深い、楽しい学校であってほし

いというふうに申し上げております。 

  ですから、米沢の教育の中で、そういうような

ことを追求していく教育であれば、それは全国

的に発信するだけの価値が十分にあるというふ

うに思っています。 

  また、こういう子供を育てたいという点でどう

思うかという事前の通告がございましたが、や

はりいっぱい期待、望みがある中で、１つだけ

挙げるとすれば、誰かのよき友達となれる子供

を育てたいというか、育ってもらいたい。子供

が育ってもらいたいというふうに思っています。 

  そして、そういう思い、理想に対して心配もあ

ります。これは米沢のことというわけではなく

て、あくまでも日本の社会、子供たちを取り巻

く一般的な状況として申し上げるわけですが、

子供たちは比較、競争、没個性化、画一化とい

う世界に置かれていないだろうか。そして、そ

の結果、自分のことを考えるだけで精いっぱい

の子供だったり、あるいはストレスの重さに耐

えかねていじめに走っている状況というのはな

いだろうかという心配をしているというのがあ

ります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 私から、齋藤千惠子議員の御質

問にお答えいたします。 

  初めに、ちょっとお断りをしておきたいという

ふうに思います。聞き取りの段階で、教育委員

会の職員が聞き取った中で、こういうような質

問ではないかということで、５項目についてま

とめさせていただきました。その５項目につい
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て私のほうからお答えしますけれども、きょう

の齋藤議員の御質問とこれが合っているのかど

うかというちょっと不安な部分がありますけれ

ども、お答えをしたいというふうに思っていま

す。 

  １番目、道徳教育の重要性と課題についての中

で、初めに、児童生徒を取り巻く現状でありま

すが、社会情勢の変化や人間関係の希薄さ、地

域、家庭の教育力の低下などの状況があり、い

じめや不登校、学校不適応を起こす児童生徒は

ふえてきており、本市においても全国的な傾向

と同様であると捉えております。 

  例えばいじめについては、重大事案は発生して

おりませんが、多くの学校でいじめを認知して

おりますし、不登校につきましては、不登校ゼ

ロに向けた取り組みを継続しておりますが、増

減を繰り返しています。 

  また、さまざまな課題を抱えた児童生徒が学校

への不適応を示し、学習に集中できなかったり、

友達や先生とうまくかかわれなかったりする事

例もふえつつあります。これらの現状から、学

校において学習指導以外の指導に要する時間が

ふえてきている現状があります。 

  次に、昨年度２月から３月にかけて実施しまし

た「いじめ発見調査アンケート」についてお答

えいたします。 

  アンケートは、平成26年１月から３月上旬まで、

小学校１年生からを調査対象としております。

ただし、中学校３年生は進路決定及び卒業時期

を迎える時期であるということを配慮して、原

則行っておりません。 

  アンケートは、全県で統一した様式、項目で実

施され、自分がされているかいないかだけでは

なくて、周りにされている人がいる場合も書き

込めるようになっています。県では回答につい

て無記名を原則としておりましたが、本市では

無記名では丁寧な対応と早期解決を図れないと

判断し、記名を原則として実施いたしました。 

  結果は、小学校30件、中学校48件でありました。

そのうち、解消した事案は、卒業式までに小学

校21件、中学校28件であり、その後春休み中に

さらに面談、聞き取り、指導を継続し、３月末

段階ではさらに小学校で２件、中学校で２件が

解消となりました。 

  今年度も継続指導が必要な事案は、小学校で７

件、中学校で18件となっておりますが、いずれ

もいじめの行為自体はなくなりましたが、解消

とするまではもう少し継続的な見届けが必要で

あると判断した事案であります。 

  本市としましては、認知件数が多いということ

はそれだけ子供たちの状況をしっかり把握でき

た結果であると考えており、大切なのは認知し

た事案の一つ一つについて詳細を確認し、解消

に向けて丁寧に取り組み、指導を行うことだと

考えております。 

  また、いじめの対応のうち、最近特に危惧され

ているものにネットによるいじめがあります。

さきの調査で認知したいじめの中で、ネットが

関係しているものは、中学校で２件ありました

が、いずれも解消しております。現段階ではま

だ全国で言われているほどネットによるいじめ

は認知されておりませんが、ネットが絡んだト

ラブルの件数は以前より確実に増加し、低年齢

化していると感じますし、発見が難しいことを

危惧しているところであります。 

  次に、３番目、いじめ防止への取り組みについ

てお答えいたします。 

  ただいま申し上げました状況を踏まえて、いじ

め予防に対する取り組みを全市挙げて行ってお

ります。今年度国と県の事業、いじめのない学

校づくりを受け、米沢市誰もが行きたくなる学

校づくり研修会として、年間10回、60時間の研

修プログラムを組み、各学校のミドルリーダー

となる教員を対象に、年間を通した研修を実施

しております。 

  主なプログラムとしては、学級経営の基本とし
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ての開発的集団づくり、学校適応理論、カウン

セリング技法、発達障がい、二次障がいと問題

行動、小・中連携のあり方、協同学習、ピア・

サポートプログラム、特別支援、養護教諭、ス

クールカウンセラーの役割と活用、学級環境適

応尺度としてのアセスの活用などがあり、さま

ざまな角度からプログラムを組み、教員のスキ

ルアップを目指しております。 

  いじめに関する調査結果はもとより、学校不適

応や問題行動等、また家庭、保護者への対応な

ど年々難しくなっていることから、このように

全市を挙げたいじめ等の未然防止に向けた取り

組みを中心に据えて、いじめのない学校づくり

を目指しております。 

  次に、道徳教育についてお答えいたします。 

  児童生徒が安心・安全に学校生活を送るために

は、何よりも授業を大事にしていきたいと考え

ます。各教科はもちろんですが、心の教育とし

て道徳の時間もとても重要だと捉えております。

昨年６月に示されたいじめ防止対策推進法を受

けて、10月に策定されたいじめ防止等のための

基本的な方針の中で、いじめの防止等のために

国が実施すべき施策として、学校の教育活動全

体を通じた豊かな心の育成として道徳教育を推

進すると示されております。道徳教育用教材の

活用や、教職員の指導力向上などを推進するよ

うにと述べられております。 

  本市では、かねてより道徳教育を大切にしてき

ました。米沢の多くの先人について、子供たち

に学んでほしいとの思いから、平成６年度から

米沢市独自の道徳副読本「ふるさと米沢の心」

を作成し、小・中学校で道徳の時間を中心に活

用してきました。この20年間で何度か改訂作業

や新資料作成などを重ねながら、より使いやす

い形を目指しております。平成22年度に本市を

会場に開かれた道徳の小学校全国大会、中学校

東北大会を機に、道徳の大切さを再確認し、郷

土資料「ふるさと米沢の心」を使った各校での

授業実践研究がさらにふえ、計画的な道徳の指

導、教職員の指導力の向上を実感しております。 

  また、本市作成の「ふるさと米沢の心」を参考

にしたいと各自治体からの問い合わせも多くい

ただき、改めてこの資料の価値の高さを実感し

ており、さらなる活用を推進していきたいとの

思いを持っております。 

  現在中学校版に「ものづくり米沢」を、小学校

版に「師弟愛」にかかわる新しい資料や追加を

含めて編集作業を進めております。 

  最後に、学校教育の中での道徳教育の課題につ

いてお答えいたします。 

  効果的に道徳教育を推進していくためには、計

画的な指導と家庭や地域と連携をした道徳教育

の推進が大切であることから、この２点に力を

注いでいくことが重要だと捉えております。 

  １点目の計画的な指導について申し上げます。 

  道徳の時間は、週１時間の位置づけになってお

りますが、道徳教育は、道徳の時間だけではな

く、学校教育活動全体を通して指導をすること

が必要であることが、学習指導要領で述べられ

ています。そのことを受け、校内では全体計画

並びに道徳の時間の年間指導計画などに沿った

指導が行われますので、現在作成されている指

導計画についてより各校の実態に合わせた計画

にしていき、効果的に指導を進める必要があり

ます。早急に計画の見直しを行い、計画的な指

導を進めることが大切だと感じております。 

  ２点目の保護者や地域と連携した道徳教育の推

進につきましては、道徳ノートをつくり、学校

で学んだことを家庭でも話題にし、親子で考え

てもらう学校独自の取り組みなどがあります。

しかしながら、国語や算数などの教科指導と異

なる道徳教育については、保護者の方への理解、

啓発がまだまだ不十分であると感じております。

参観日で道徳の授業を見ていただいたり、学校

開放日に道徳の授業を地域の方にも見ていただ

いたりなど、まずは子供たちの学びの様子を知
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っていただく機会をふやしたいと考えます。 

  また、学校だより、学年だより等でも道徳のこ

とに触れたり、副読本を家庭に持ち帰り親子読

書の機会をつくったりするなどの取り組みも推

進していきたいと考えます。 

  また、道徳の時間に地域題材の活用や保護者や

地域の方々の参加型の学習なども今後さらに進

めていきたいと考えております。 

  本教育委員会では、第３期米沢市教育・文化計

画の中で、目指す子供の像を「がってしない子

ども」としております。がってしないは、本市

の方言で、へこたれない、びくともしない、辛

抱して屈しないなどの忍耐力や粘り強さの意味

が含まれています。これらの精神的な強さは、

自分自身を初め、周りの友達や家族などを愛す

る心や支え合う心の交流があって、初めて身に

つくものです。 

  本市学校教育では、「がってしない子ども」を

「おしょうしなの心」に代表される、温かな心

の育成を土台にした心豊かでたくましい子供の

姿と捉えております。困難な場面でも粘り強く

諦めずに挑戦することや、将来の夢や自分自身

の生き方について志を持ち、それらに向かって

努力しようとすることや、意欲を持ち続け実践

する子供を育てていきたいと考えております。 

  米沢の子供たち一人一人ががってしないで、健

全に成長することを促すために、さらに道徳教

育を推進していきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） 御答弁ありがとうご

ざいました。教育長、質問のとおり聞き取りの

とおりです。質問をさせていただいたことには

全て御答弁いただきましたので、私も質問して

いるうちに質問が膨らんだのかとちょっと心配

いたしましたが、御答弁をお聞きして安心した

ところです。 

  まず、その中でちょっともう少しだけ質問をさ

せていただきたいことがあるので、お願いいた

します。 

  家庭と地域と学校、それぞれの特性を踏まえた

役割があるわけですけれども、今もう少し力を

入れていただきたいことがあるので、質問をさ

せていただきたいと思います。 

  学校は、否応なく評価と順位づけをせざるを得

ないところです。そこで、学校内部では評価を

持たない養護教諭の先生、また、外部の組織、

すなわち第三者の目を入れることも時には必要

かと思います。地域社会は、学校を縦軸、家庭

を横軸とした場合、その地域社会の特性を生か

し、斜めの筋交いの役目をした支援ができるの

ではないかと思います。 

  学校をさまざまな面からサポートする体制の充

実が、これからさらに重要になってくると思う

のですが、その点についてはいかがでしょうか。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 まさに議員お述べの開か

れた学校づくりということで、地域、保護者、

そういった方々の力をおかりして、子供たちの

指導を一生懸命進めていかなければいけないと

いうふうに思います。直接に学校のいろいろな

活動に地域の方、保護者の方々の力をかりるこ

とはもちろんですけれども、子供たちが地域に

出ていって、そういった地域の活動の中で、地

域の方と一緒になっていろいろなことをさせて

いただく、そういったことも大事なのかなとい

うふうに思っています。 

  米沢では今話題になっております土曜授業であ

りますけれども、そういった土曜授業という言

葉ではないにしても、土曜日、日曜日にそれぞ

れの地域で特色ある活動がなされておりますの

で、そういった中で子供たちを地域で温かく育

てていただければなというふうに思っています。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。小さな事案ですけれども、小さな事案でも
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事案が起こるたびによく指摘されるのが学校の、

言葉は悪いのですが、閉鎖性だと思うのです。

この閉鎖性を破るために米沢市ではどのような

取り組みをしているのかぜひお聞かせください。 

○島軒純一議長 原教育長。 

○原 邦雄教育長 各小・中学校を通じて、さまざ

まな子供たちが学校に通っているわけですけれ

ども、そういう中でさまざまな対応を迫られる

というようなことがあるわけですけれども、学

校内で起こっていること、これらについては校

長を通じて学校評議員制度のある学校等がある

わけです。それから、ＰＴＡの役員等に逐一報

告をしていただきたいということで、全校で周

知を図る、これは一番いいわけですけれども、

その前に、そういうような人たちにまずは連絡

を入れておいてほしいということで、そんな話

題の共有化をぜひ早く図ってほしいところでお

願いをしているところです。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。子供たちのコミュニケーション力というこ

とが問題になっております。大人でもあります

が、子供たちのコミュニケーション力を高める

ために、放課後の学童保育ということもとても

大切な役目を果たしていると思います。学童保

育の中の異学年の中で切磋琢磨して成功したり

失敗したりなどを繰り返しながら、ちっちゃい

失敗やちっちゃい成功を繰り返すことで人間関

係をつくっていく。まさに昔の地域社会、御近

所の子供たち、放課後の子供たちの姿ではない

かなと思って私は見ているのですが、その点に

ついてはどのようなお考えでいらっしゃいます

か。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 私たちが子供のころ、夕

方学校から地域に帰ると、火の用心ということ

で、上の学年の子供が拍子木を鳴らして旗を持

って町内中を火の用心というかけ声をかけて回

っておりました。その前後にみんなで鬼ごっこ

をしたり、かくれんぼをしたりして遊んでいた、

そういうのが我々の子供の時代かなというふう

に思いますが、今は子供たちの生活環境も変わ

って、習い事だったり、いろんなものに出かけ

たりして、なかなか子供たちが群れをなして遊

ぶことが少ない。 

  そういった中で、この学童クラブ、あるいは関

小学校の放課後の児童の教室などでは、異学年

集団のいろいろなかかわりができるという点で

は非常にいいなというふうに思って感じている

ところです。 

  やはり議員お述べのとおり、そういった異学年

の集団の中でいろいろなかかわりを通してぶつ

かったり何か少々しながら、生き方を学んでい

く、そういうものかなというふうに感じている

ところです。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。まさに同感です。 

  次に、もう一つなんですが、不幸なことの子供

たちの自殺を防ぐということの一つに、今注目

を浴びているのが、レジリエンスを高めるとい

うことが有効だと言われております。強いスト

レスの中で、それをはねのけ、克服する力を養

う、本当の意味での強さ、日本語で言うと、何

くそという力、負けてたまるかという力、そう

いう心意気のことだと思うのですが、さまざま

な悩みを抱えている子供たちだからこそ、そう

簡単に理屈では、指導だけではできないところ

も多々あるところはわかりますが、このレジリ

エンスを高めるという、この注目すべき点だと

思うのですが、これについてはいかがお考えで

しょうか。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 今議員お述べの負けてた

まるか、何くそというそういう気持ち、まさに

本市で狙っております「がってしない子どもの
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育成」というふうなことにつながるのかなとい

うふうに思っています。本市では他市町と違っ

て、学校教育の理念ということで目的意識の確

立ということを上げています。 

  これは何のために学んで、どんな生き方をしよ

うとするのかという、そういう信念や志をしっ

かり持たせる、そういったことでありまして、

小さいうちから自分はどういう生き方をするの

か、ちっちゃいころは何になりたいとか、どう

いう仕事につきたいということなんだと思いま

すけれども、学年が進むに当たって、自分はど

ういう仕事について、将来どんなふうになりた

い、そして、そのことを通して社会のためにど

んな役に立つような人間になっていくのかとい

う、そういうしっかりとした心を持たせたい、

そういった中での、やはり学んでいく中で、負

けない心、たくましい心、いわゆるがってしな

い心を育てていかなければいけないなというふ

うに思っています。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

した。特にいじめ防止については、もちろん道

徳教育のみならず、コミュニケーション能力を

養うことや、情操教育なども本当に重要である

ことは言うまでもないことです。いじめにより

大事な大事なとうとい命が奪われることのない

ように願わずにはいられないところです。的確

な御答弁をいただきましたので、もうこれで私

の質問を終わらせていただきます。ありがとう

ございました。 

○島軒純一議長 以上で14番齋藤千惠子議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ２時５９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時１０分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  この際、お諮りいたします。 

  本日の会議が定刻の午後４時までに終了しない

場合、会議時間を日程終了まで延長することにし

たいと思いますが、御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○島軒純一議長 御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議を日程終了まで時間を延長

することに決まりました。 

  次に進みます。 

  一つ、投票率向上に向けた取り組みについて外

１点、19番中村圭介議員。 

  〔１９番中村圭介議員登壇〕（拍手） 

○１９番（中村圭介議員） 本日一新会４番手の中

村でございます。あと１時間おつき合いいただ

ければと思います。 

  平成23年４月の地方統一選挙で、本当に多くの

皆様からお力添えいただいて初当選させていた

だいて、はや３年と２カ月を迎えようとしてお

ります。３年間振り返ると、本当に人生の中で

濃い３年間だったなと。それと同時にすごく早

い３年間でもあったなというふうに、今回の質

問を考えているときに振り返ったところでござ

います。 

  そして、これまでの議員活動を通して市政のさ

まざまな課題や問題、そういったことを今回の

この一般質問等を通して提案・提言させていた

だいたわけですけれども、今回の一般質問、数

えたところ10回目となっております。記念すべ

き10回目なんですけれども、実は本当だったら

11回目だったんです。 

  忘れもしない、平成23年９月の定例会の開会前

に、急な病気で入院と手術を余儀なくされてし

まいまして、通告していた質問ができなくて、

本当に多くの皆様に御迷惑をおかけしたところ

だったんですけれども、実はそのとき通告させ

てもらっていたのが、この投票率の向上につい
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てでありました。 

  何とかきょう無事当日を迎えられたので、ほっ

としておったところなんですが、なぜか原因不

明の腰痛に悩まされて、何かこの質問と因果を

感じるところでありますけれども、本当に思い

を込めて、特別な思いを持っておりますので、

気持ちを込めて本日の最後質問させていただき

ますので、よろしくお願いいたします。 

  それでは、早速質問に入らせていただきます。 

  まず、１つ目の質問、投票率向上に向けた取り

組みについて伺いたいと思います。 

  投票率の低下、これは米沢市だけでなく全国の

自治体が抱える大きな問題です。総務省が公表

している国政選挙における年代別投票率を見て

みると、その現状が一目瞭然です。特に若い世

代、20代から30代における投票率の低下が著し

く、昭和42年の衆議院議員総選挙における20代

の投票率が66.69％でした。そして、直近の平成

24年の投票率が37.89％となっており、28.8％の

減となっております。同じく30代における投票

率は、昭和42年が77.88％、平成24年が50.1％で、

27.78％の減となっております。 

  このように、特に若い世代の投票率低下が著し

く、投票率向上に向けた取り組みが喫緊の課題

となっております。 

  さらに、同じく総務省が公表している直近の意

識調査、平成22年参議院議員通常選挙における

意識調査でしたけれども、投票の棄権理由の上

位の主なものとして、１つ目、仕事があったか

ら、重要な用事があった、適当な候補者も政党

もなかった、選挙に余り関心がなかった、選挙

によって政治はよくならないと思った、面倒だ

から、私一人が投票しなくても同じだから、こ

んな項目が上位を占めて、社会的な無力感や政

治的無関心をうかがい知る結果だったのではな

いのかなというふうに感じたところであります。 

  また、米沢市においても平成19年に執行されま

した市長選挙の後に、低投票率の原因を探るた

めの投票意識調査が行われておりますけれども、

同じように棄権理由の上位を占めておったのが、

用事などで行けなかった、投票しても同じだか

ら、投票したい候補者がいなかったと、こうい

ったものが上位を占めておりました。 

  この調査を読み解けば、例えば天候や時期、そ

して選挙の争点によって大きく投票率が左右さ

れておるようですけれども、まず１つ、何より

候補者の日ごろの情報発信や選挙運動が何より

も大切なんだなと改めて感じたところでありま

す。 

  棄権理由の上位を占める政治不信を払拭するた

めにも、市民との対話、議会報告会等も行って

おりますけれども、そういったものや情報交換

の機会を設けることが何よりも大切であります

し、政策本位による政治選択の実現を目指して

いくことも、これからの候補者に求められてい

ることだと思っております。 

  しかし、時代や社会の変化に対応しながら投票

権を行使しやすい環境づくりや常時の啓発は行

政の責務でもあると考えます。そして、来年は

統一地方選挙です。本市においても県議会議員

選挙、市議会議員選挙、米沢市長選挙が実施さ

れます。本市の投票率を向上させるためにも、

これまでとは違う積極的な対策が求められます。 

  そこで、伺います。 

  平成20年に行った投票意識調査では、本市にお

ける投票行動の現状分析がなされたものと思い

ますが、そのデータを受けて投票率向上に向け

てこれまでどのような取り組みがなされてきた

のか。また、今後どのような取り組みをなさる

のかを伺いたいと思います。 

  続きまして、２つ目の質問です。 

  若者会議の考え方並びに今後の開催について質

問します。 

  平成24年９月定例会におきまして、若者会議設

置に向けた進捗状況について伺いました。安部

市長は、以前に御自身が参加された山形新聞主
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催のヤングフォーラム、そして米沢青年会議所

が主催したまちづくり市民会議の話を引き合い

に出され、その必要性、重要性について非常に

前向きな答弁をいただきました。 

  そして、昨年の９月、米沢商工会議所青年部、

米沢青年会議所、米沢観光物産協会青年部、米

織青年連合会、山形おきたま農業協同組合米沢

地区青年部、温泉米沢八湯会、米沢法人会青年

部会の７団体による青年部サミットにおいて、

米沢市まちづくりシンポジウムが開催されまし

た。米沢市との共催、協力をいただいた形で開

催したわけですけれども、中心市街地の活性化

や道の駅などについて、各業界それぞれの視点

から数多くの意見交換がなされ、非常に有意義

な会であったと思います。 

  安部市長は、この若者会議を試験的に実施し、

その結果を踏まえてその方向性を決めていきた

いと述べられておりました。その結果はどうだ

ったでしょうか。そして、どのように分析され

たでしょうか。 

  私自身このシンポジウムに参加したわけですけ

れども、繰り返しになりますけれども、本当に

本市における重要なテーマについて、参加者一

同さまざまな視点からの意識、考え方を共有で

きる貴重な会だったというふうに今でも思って

おります。 

  しかし、今回参加された団体の皆様は、おのお

のの分野で地域発展のために日々活動されてい

る、いわばまちづくりに対して意識も志も高い

方ばかりです。私がイメージする若者会議とは、

こういった各種団体に所属する機会になかなか

恵まれない、一般市民の方が気軽に参加でき、

議論、討論、そして行動を起こせるような会議

体です。 

  以前にも紹介させていただきましたが、既に若

者会議を行っている先進自治体での設置目的を

見てみると、「若者の意見や提言を市政に十分

反映させ、若々しい感性と力強いエネルギーを

取り入れながら、若者との協働によるまちづく

りを進めていくため」とこのようにうたってお

ります。 

  概要としてもメンバーは18歳から30代半ばまで

の男女で構成され、会議の内容は、審議会や委

員会と違い、若者の自由な発想で地域課題に取

り組み、また積極的に市民活動に携わっていた

だくといった内容でございます。 

  これまでの、本日までの一般質問において、安

部市長は、若者を意識した数多くの発言をされ

ておりました。若者が住みよいまちにするため

には、その当事者たる若者自身がこのまちの課

題や問題点を顕在化させて、そして若者自身が

当事者たる若者に働きかけて、ともに課題解決

に向けた行動を起こしていくことが一番の近道

ではないでしょうか。 

  周りを変えるにはまず自分自身が変わらなくて

はなりません。自分が変わるには意識を変えな

くてはなりません。自分が変わるその意識、そ

の意識を変えるきっかけ、機会の提供として質

の高い若者会議の設置をお願いしたいと思いま

す。 

  そこで、改めて伺います。 

  若者会議を試験的に開催したわけですが、その

結果を踏まえ、若者会議に対してどのような考

えを今現在持っていらっしゃるのか。そしてま

た、今後の開催についてどのように考えている

のかお知らせください。 

  以上、壇上からの質問といたします。 

○島軒純一議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの中村圭介議員の御質

問にお答えをいたします。 

  私からは若者会議の考え方と今後の開催につい

てお答えします。 

  以前から中村議員に御提案いただいているよう

に、地域社会の将来を担う若い世代の方々から

まちづくりについての御意見をお聞きして生か
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していくこと、また若い世代自身がまちづくり

に参画することは、まちの将来を担う人材を育

成していくという点からも重要だと認識をいた

しております。 

  今御質問にもありましたが、一昨年から市内の

７団体による青年部サミットが始まり、昨年８

月に第２回がありました。米沢青年会議所、米

沢商工会議所青年部、米沢観光物産協会青年部、

米沢法人会青年部会、米織青年連合会、温泉米

沢八湯会、山形おきたま農業協同組合米沢地区

青年部の７団体であります。 

  このサミットの趣旨は、地域で活躍する７つの

青年団体が、それぞれの垣根を越え交流を行う

ことで相互理解を深め、地域内のネットワーク

構築、コミュニケーションを図るとともに、将

来的には総合的な地域づくりや新事業などの新

たな連携による展開も図っていくというコンセ

プトのもとで始まったというふうにお聞きして

おります。 

  この会議に米沢市役所からも職員が３名参加い

たしました。参加した職員からは、コンパクト

なまちづくりの必要性、中心市街地の活性化、

若者起業の支援など、市の実施している施策に

ついて説明を行ったところ、さまざまな意見を

いただいたという報告を受けています。 

  出席者が若い世代ということですから、若い世

代ならではの視点、また、さまざまな分野の団

体ですので、既存の枠にとらわれない意見が交

わされたというのは大変意義があると思ってお

ります。この青年部サミットについては、３回

目についても予定されているとお聞きしており

ますので、本市としても継続して職員が参加で

きるようにお願いをしていきたいというふうに

思っております。 

  先ほど御質問の中でも御紹介いただきましたが、

かつて若い時代に山形新聞のヤングフォーラム

とか、米沢青年会議所のまちづくり市民会議に

参加させていただいたわけですが、報告を受け

て感じるのは、まさしく自分が体験した会議と

同じような大変意義のある会議が行われたもの

というふうに思っております。ですから、民間

の市民の間で立ち上がってきたこのような会議

に市職員が参加していくというのが１つであり

ます。 

  もう一つは、御質問にもありましたが、全ての

若い人が団体に所属しているわけではない。団

体に所属していない人たちの、要するに個々人

の御意見というのもまたお聞きする機会という

のが必要だと思っておりますので、そういう機

会もこの青年部サミットへ職員が参加するとい

うのとは別に、そういう機会も市として設けた

いというふうに思っております。 

  現在次期総合計画を策定すべく準備が始まりま

した。その中で、総合計画の審議会も立ち上が

ったわけですが、その委員20名のうち、30代の

方が４名、40代の方が４名、ですから、20人の

うちの８名が30代、40代になっておりますので、

１つにはこちらから委嘱をしたそういう方々に

御意見をお聞きする。そのほかにもこちらから

委嘱しているわけではないけれども、自由に意

見が言いたいという方の意見をお聞きする場も

設けて、若い世代の御意見をお聞きしていきた

いというふうに思っています。 

  そういうようなことも含んで米沢まちづくりフ

ォーラムというのを、仮称ですが、開催して市

民の方々から自由に総合計画策定の参考となる

御意見をお聞きしたいということも一方では考

えていることを御報告して答弁といたしたいと

思います。 

○島軒純一議長 小林選挙管理委員会委員長。 

  〔小林 栄選挙管理委員会委員長登壇〕 

○小林 栄選挙管理委員会委員長 選挙管理委員会

委員長を拝命しております小林栄と申します。

このはえある壇上に立たせていただくのが２回

目であります。出番をつくっていただきまして

ありがとうございます。 
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  早速中村圭介議員の御質問にお答えしたいと思

いますが、中村圭介議員が今回のこの選挙管理

委員会に対する御質問がようやく日の目を見た

とおっしゃったわけですが、そういった意味か

らも心の底から、それこそ魂を込めて、ことだ

まの御加護を信じながら丁寧に御説明申し上げ

たいと思います。どうぞよろしくお願いします。 

  御質問の趣旨が、米沢市のホームページに掲載

されている投票意識調査報告書の結果を受けて

投票率の向上にどのように取り組んでいるかと

いうふうな御質問であります。 

  投票意識調査報告書というのは、皆様御存じの

とおり、本市における投票率が低い原因を探ろ

うと平成19年度に実施したものであります。市

長選挙当日の有権者から1,067名を等間隔無作為

抽出法で抽出し、46.3％の回答をいただいたも

のをまとめたものであります。 

  その結果として、報告書にも記載してございま

すが、明らかになった点は大きく分けまして次

の４点になるようであります。 

  まず１点目ですが、投票率は20歳代から60歳代

において、選挙の種類を問わず年代が上がるほ

ど伸びているということ。 

  第２点目、選挙は国民の権利や義務と考えてい

る人が圧倒的に多いが、その意識が投票に結び

ついていないということ。 

  第３点目が、20歳代、30歳代において国民の権

利や義務ではなく、個人の自由と考えている人

が他の世代より多いという点。 

  そして、４つ目、期日前投票制度の周知度はか

なり高いのであるが、その知識が投票に直接結

びついていないように思われるという、大きく

特色を挙げるとこの４点を挙げることができる

ようであります。 

  それで、これらの結果を受けて、ではどのよう

な啓発活動なり、対応策を講じればよいのかと

いうことですが、選挙管理委員会といたしまし

て、これまで米沢市明るい選挙推進協議会とと

もにさまざまな選挙啓発活動に取り組んできた

ところであります。 

  具体的には選挙時啓発として、街頭において啓

発チラシを配布するなどして投票の呼びかけを

行っているほか、常時啓発としては、20歳到達

者への投票参加を呼びかけるメッセージの送付、

明るい選挙推進大会の開催、明るい選挙推進地

区の委嘱、あるいは明るい選挙啓発ポスター、

そしてまた、標語の募集、ポスター展の開催、

そして高等学校における選挙啓発出前講座の開

催など、多岐にわたって啓発活動を展開してま

いりました。 

  特に、高等学校における選挙啓発出前講座の開

催につきましては、平成23年度には市内全ての

高等学校で開催しており、先進的な事例として

全国的にも注目を集める取り組みとなっている

ところであります。 

  そこで、市民の皆さんに特に20代、30代の皆さ

んに投票に行くという意識を持ってもらい、そ

れをどのように行動に結びつけていくかという

点について、今後とも明るい選挙推進協議会と

連携し、啓発活動を展開するとともに、効果的

な施策の研究を行いながら、少しでも投票率が

上がるように努力してまいりたいと思っており

ます。 

  以上であります。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） 気持ちの入った答弁あ

りがとうございます。まずは、順番に投票率向

上、こちらのほうから質問席より再度御質問さ

せていただきたいと思います。 

  壇上でも述べたのですが、来年は統一地方選挙

ということで、選挙の年ということで、これま

でいろんな議員が質問されていますし、きょう

私もいろいろ提案させてもらいますけれども、

そういったものが幾つか実現されて、何とか投

票率下落の歯どめか上昇に転じると、そうなれ

ばいいなということの思いを込めて質問させて
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いただきたい、提案させていただきたいと思い

ます。 

  その投票率向上に向けた考え方として２通りあ

ると思います。先ほど壇上であったように、ま

ずは選挙時、もしくは通常時、常時の啓発活動、

それともう一つは、やはり投票行動を容易にさ

せるというか、投票の環境整備ですね、こちら

２つに分かれるんじゃないかなというふうに思

います。 

  それで、報告書の中でもわかった、期日前投票

のお話も出たので、まずはインフラ面のほうか

ら伺いたいというふうに思いますけれども、こ

れは以前山田富佐子議員が、多分初当選されて

次の定例会だったかと思うんですけれども、期

日前投票について、市役所の６階という場所が

非常に使いづらいという、本当に生の言葉を当

時ぶつけられて、非常にあとは夜暗かったり、

非常に使いづらいというような声もありまして、

当時なかなか１階に設けるのは難しいというよ

うなお話はあったんですけれども、さまざまな

面で考慮しながら検討したいというようなお話

があったかと思うんですけれども、その後、そ

れらに対して何か具体的な検討等なされたもの

なんでしょうか。まずそれから伺いたいと思い

ます。 

○島軒純一議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 それでは、答

弁させていただきます。 

  今議員述べられたように、山田富佐子議員のほ

うから平成23年６月でしたか、御質問を頂戴し

ておったところでございます。毎回市庁舎の１

階部分に設置するとなると、１階の市民ホール

が１つ候補になるわけでございますけれども、

各種証明書の発行等で使っているということも

ありまして、十分な広さを確保できない状況だ

というようなことで、検討をさせていただきた

いというような答弁を申し上げたところでござ

います。 

  それに関しましてはなかなか、その後期日前投

票の投票者の数でございますけれども、さらに

ふえ続けている状況でございまして、多い日で

すと2,000名の方が投票に来られるというふうな

ことで、やはり十分な広さを確保することは難

しいというふうな状況でございます。 

  そのようなこともございまして、障がいをお持

ちの方とか、高齢者の方が選挙に来られた際に

は、１階正面玄関のところに期日前投票の期間

中守衛を置いておりますけれども、そちらから

選管のほうに連絡をいただきまして、選管の職

員が伺いまして、介添えを行って６階まで御案

内するというふうな対応をするなどして、でき

るだけ御不便をおかけしないように、気持ちよ

く投票をしていただけるようにというふうにし

て配慮してきたというようなことで対応させて

いただいてきたというふうなことでございます。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） 今答弁いただいて、多

いときには2,000人の来場があったというお話で

したけれども、期日前投票は、恐らくもうやる

たびに多分どんどんふえている状況じゃないか

なと思います。やはり社会の変化というか、雇

用形態の変化で、サービス業に従事される方も

非常にやはり多くなってきているというような

こともあって、やはりなかなか日曜日行けない

という人もやっぱり今と昔では違うんじゃない

かなというふうに思っております。 

  介添えしたりという、何かそういった新たなこ

とは対応されておるようなんですけれども、そ

もそもこれからまだまだふえていくということ

を考えたときに、１つ提案なんですけれども、

どこかまた新たな場所に投票所を設けてみると

いうものはいかがでしょうか。隣の秋田県男鹿

市は、こちら結構日本で一番期日前投票の投票

率が高い市のようですけれども、スーパーの一

角をお借りしてやっていらっしゃると。 

  これはもう大分前から始めておられるようでし
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て、市役所とここ２カ所でやっておるようです

けれども、本当に６割以上、７割近い方がその

スーパーの投票所を利用されている。その投票

所に来る方というのは、子連れの特に若い世代

が目につくと、多いと、それで一定の成果を出

しているということのようです。 

  そして、そのスーパーなんかも別に出張所で行

っているのはここだけではないんですけれども、

スーパーで行っている自治体数々あります。で

すけれども、やはりその宣伝効果も期待してか

賃料なんかは取らないというケースが多いよう

ですので、そんなに莫大な費用もかからないん

じゃないかなというふうに感ずるところなんで

すが、その辺いかがでしょう。本市でも検討し

てみるというのはいかがなものでしょう。 

○島軒純一議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 期日前投票所

を複数設置してというふうなお話かと思います。

多い日には2,000人の方が来られているというよ

うな現状でございますので、制度として大分周

知されてきているという中で、今後も利用者が

ふえるというふうなことについては同じように

考えているところでございます。 

  期日前投票所を２カ所設置するとした場合、ち

ょっと課題があるというふうに考えているとこ

ろでございます。まずは事務従事者の配置やパ

ソコンなどの設備、システムに関するもの、そ

れから具体的な場所を選定するに当たっては施

設設備に関することなどが挙げられますが、中

でも二重投票の防止という観点が非常に重要で

あると考えているところであります。 

  また、期日前投票制度が発足してから、期日前

投票を行う有権者が増加傾向にあるものの、投

票率そのものは伸び悩んでいることを考えれば、

今まで投票日に投票所で投票してきた人が期日

前投票所に流れてきているだけではないか。す

なわち必ず投票する人が期日前投票に前倒しに

なっただけではないかということで、投票率の

向上に果たしてつながるかという疑問も残ると

いうような部分もございます。 

  いずれにしましても、投票環境の向上につきま

しては、必要であるとの認識の上に立っており

ますので、本市における期日前投票所の増設に

つきましては、こうした点を踏まえつつ、まず

は期日前投票所を増設している先進自治体の状

況を把握し、二重投票防止のシステム構築など

について調査研究をさせていただきたいと考え

ておりますので、御理解をお願いいたします。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） 何となく事務員の配置

ですとか、費用面がネックになっているという

ような答弁だと思うんですけれども、そうじゃ

なくて、それと投票率向上させること、これを

てんびんにかけるとどちらがいいかと、ぜひそ

こを検討してもらいたいと思うんです。 

  ちなみにですけれども、先ほど二重投票の防止

のネットワーク、これは私も直接聞いたわけじ

ゃないですけれども、目にした資料を見ると、

10万円以内ぐらいでもう構築できているという

ような資料も目にしました。 

  そして、あと例えばですけれども、ちなみに今

現在米沢市では期日前投票のときの宣誓書とい

うのはあれですか、今の制度だと窓口で配って

いらっしゃいますか。どんな状況ですか。 

○島軒純一議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 期日前投票所

の受け付けのときにお配りをして、そこで記載

していただいているというような状況です。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） その男鹿市の場合です

と、投票所の入場券の裏に宣誓書を印刷して、

自宅で書いてその場に行く。つまり期日前投票

所に宣誓書を配る方の事務の廃止、配置を省い

ているんですよ。これは逆に期日前投票をする

側からしても、自宅で書いてすぐ行ける。その

分、もらって書く分の手間が省けますし、まし
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てや高齢者の方ですとか、障がい者の方なんか

だと、やっぱりなれた自宅で書いて行ける、こ

れは逆に投票者側にとってもメリットがありま

す。 

  もしかすると、宣誓書を新たに印刷する分の印

刷代も浮くかもしれないですし、投票のそうい

った事務用品を管理する面でもメリットが出る

かもしれないですし、そういうメリットしかち

ょっとそれは感じなかったんですけれども。ど

うでしょう、米沢でも入場券の裏に宣誓書を印

刷すると、これはすぐできそうだと思うんです

けれども、これいかがでしょうか。 

○島軒純一議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 山形県内でも

そのような対応をしている自治体があるという

ようなことにつきましては、前回の参議院選挙

の折に聞いております。ぜひ研究させていただ

きたいというふうに思っております。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） これは期日前投票所を

増設するに当たっても、そうでないとしても非

常に投票者側にメリットがある、これはお互い

にメリットあると思うんです。事務局側にとっ

てもメリットがあることだと思いますので、こ

れぜひ次回に実施できるように、検討・研究し

ていただきたいと思います。 

  ちょっとインフラ面で個別的な話になるんです

けれども、今年度で北部集会所が廃止になると。

これは当然あそこの地元の地区の方が投票所と

して使っておるわけなんですけれども、来年の

４月の選挙のときはどうなんでしょう、もうそ

こは使わないのか、もしくは使わないとすれば、

その場所の選定のプロセスというか、そういっ

たものはどうなっておるのか、ちょっとその辺

お聞かせいただければと思います。 

○島軒純一議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 来年の４月ま

では現在の北部集会所を投票のために使用する

ことは可能だというふうなことで聞いておりま

すので、それまではそのようにということで、

それ以降の選挙につきましては、地元、まずは

徳町が地元になるわけですので、徳町の皆様と

ちょっとお話をさせていただいたところでござ

います。 

  今の北部集会所の北側になりますけれども、す

ぐ近くに乳児園がございますので、そちらのほ

うに確認をしたところ、まずお借りできるとい

うようなことでございましたので、徳町の皆様

にもそのお話をさせていただいたところ、ぜひ

そのようなことでお願いしたいというようなこ

とで、御理解をいただいたところでございます。

そのような形で進めさせていただきたいと思っ

ておりますし、大字塩野につきましても、投票

区内の地番になっておりますので、改めてお話

をさせていただきたいというふうに思っている

ところでございます。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） いや、もう既に地元と

話されているということで、かなりスピーディ

ーな対応だなというふうに思います。場所もそ

う変わらない場所のようでしたので、ぜひこれ

は早目に住民の方に周知していただいて、それ

だけ近くであれば少々問題は出ないかと思うん

ですけれども、でも、あそこ駐車場広かったの

で、その辺がどうなのかですが、ぜひその辺し

っかり住民の方とお話しいただければと思いま

す。 

  次は、常時啓発、こちらのほうについて伺いた

いと思いますけれども、これ私前３月の予算委

員会でもお話しさせてもらったんですが、この

選挙の常時の啓発事業費、これが33万4,000円と。

金額が多いからいいとか悪い、そういう話をす

るつもりはございません。先ほど委員長からも

お話があった明るい選挙推進協議会の方々の協

力、これはその負担金が６万5,000円とあるから

わかるんですけれども、このそれを除いたほか
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の部分でどんな活動をされているのかなという

のが、ちょっとこの予算で見えてこなかったん

ですね。もしかすると、この予算書では見えて

こない、何か活動があれば、こんなものを例え

ばやっているよというものがあればぜひちょっ

と教えてもらいたいなと思うんですけれども、

いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 先ほど委員長

のほうから答弁申し上げましたように、明るい

選挙推進協議会と共同で事業をやっているとい

うことで、事業につきましては先ほど申し上げ

た中身でございますけれども、例えば選挙啓発

のポスター、標語の活用でございますが、昨年

度までですと、市民課のホールのほうに掲示を

してというふうなことであったわけなんですが、

一昨年度までは。昨年度につきましては、新た

に「ドラマチック戎市」のほうに出展をして、

多くの方に見ていただいて、選挙啓発について

ＰＲをさせていただく、子供たちにはそのパソ

コンのソフトを使って選挙啓発のゲームをやっ

てもらうとか、そういう取り組みをやったり、

あるいは明選協だよりというふうなことで発行

している機関紙と申しますか、情報誌があるわ

けでございますけれども、それもＡ４の白黒だ

ったものを４ページの見開きカラー版にしたり

というふうなことで、経費はそんなにかからな

いものでありますけれども、それぞれの事業を

ブラッシュアップして、よりいいものにという

ふうなことで、やらせていただいているという

ふうな状況でございます。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） 私も明選協の方々の活

用というのはもう本当に頭が下がる思いという

か、本当にボランティアで、先ほどあった先進

的な高校での出前講座ですか、これそれこそ総

務省の常時啓発の事例の中で米沢市と出てくる

くらい先進的な取り組みのようでした。が、し

かし、しかしというところなんですけれども、

やっぱりそういった活動を長年継続させながら、

やっぱりなかなか投票率の下落に歯どめがかか

らないと。やっぱりそういった中で、これ新た

な取り組みを行っていくのか、どうするのかと

いうところだと思うんです。 

  私は、やはり常時の啓発活動というのは非常に

大切だと思っています。さらに言えば、主権者

教育ともとれるような、高校生の出前講座、そ

ういったものが、つまり時間かかるかもしれま

せん。そういったものが非常に大切かと思うん

ですけれども、ちなみに明選協の方と小・中学

校との連携というのは今のところないんでしょ

うか、その辺はいかがでしょう。高校生だけな

んでしょうか。 

○島軒純一議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 ポスター募集

をさせていただいていると、啓発のポスターで

すね。その点だけでございます。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） 私、中学校のときに生

徒会役員選挙に立候補したことがありまして、

こんな学校をつくりたいと、公約、多分みんな

の前で演説して、街頭でポスター張ったりして

おはようございますなんていうことをした記憶

があるんです。やっぱりそれはもう一連のみん

なの前で演説をしてこうやりますと。それに対

して生徒のみんなに投票して選んでもらうと。

まさに選挙のリアルの体験ができているんです。 

  逆に言えば、それを行っているんです。ぜひそ

ことの連携を図れないかなと思ったところです。

ちなみに現在でも小・中学校で、そういった生

徒会役員の選挙というのは行われているんです

か。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 現在生徒会につきまして

は、全部の中学校で生徒会は選挙活動で行って

います。あとは小学校でも選挙をしている学校



- 124 - 

もございますし、あとは互選だったり、話し合

いとか、そういった部分です。さらには、あと

小・中学校とも学級の学級委員とか、学級の役

員についても選挙等を行っております。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） まさに出前講座、恐ら

く出前講座というのは模擬投票されたり、選挙

の大切さをお話しされたりとか、そういった中

身だと思うんですけれども、ぜひ中学校ではも

う全部の中学校でやっていらっしゃるというこ

とで、その先進事例集、その総務省のやつをプ

リントアウトして見てみたら、やはり中学校と

選挙管理委員会が連携して啓発活動を行ってい

るという事例がありました。これも先進的な取

り組みとして載っていました。そんなにお金か

かるようなことじゃないですよ、見てみると。 

  例えば選挙の、生徒会選挙のマニュアルをつく

ってあげる、学校の先生用に。あと生徒用にマ

ニュアルをつくっている。何でこの選挙をやる

のかと、そういう意味、意義を講義してあげる

と。そして、実際の中学生の投票に使う投票箱

ですとか、腕章ですとか、そういった本当に使

うものを貸し出す。そういったことでより選挙

に触れてもらうというような取り組みをなされ

ておるようです。余り予算かけてやれというこ

とを、苦しい中で私なかなか言いづらいんです

けれども、そういった取り組みならそんなに莫

大な予算をかけずできるかと思うんですけれど

も、どうでしょう、そういったできるところか

らぜひ取り組んでみられてはいかがかなと思い

ますけれども、どうでしょう。 

○島軒純一議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 御提案ありが

とうございます。投票箱と記載台につきまして

は、選管のほうで各学校にＰＲをさせていただ

いて、貸し出しというようなことで、昨年度で

申しますと、小学校１校、中学校１校から申し

込みを受けて活用していただいたというような

ことでございます。 

  それからもう１点、ことしでございますけれど

も、山形県の選挙管理委員会のほうで小学校の

６年生対象の選挙啓発のパンフレットを、今ま

でもあったわけですけれども、内容を見直して

配付したいと、市町村の選管を通して配付した

いというようなことで計画しているようでござ

います。ぜひそのようなものを活用しながら、

また今御提案あったようなことも加えて、市で

独自にそれに新たな資料をおつけするというよ

うなことも可能かと思いますので、そういうよ

うな形で選挙への理解を深めていきたいという

ふうに考えております。その際は教育委員会の

ほうと御相談をさせていただきながらというよ

うなことで進めてまいりたいというふうに考え

ているところでございます。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） ぜひその投票、絶好の

機会だと思うんですよ。必ず投票するわけです

から。そのときに、さらに何でこの人を選ぶの

かと、どういうことなのかということを本当に

リアルで実社会のことを学ぶことができるとい

うのは、本当にいいことだと思いますので、ぜ

ひ受けじゃなくて、もう積極的に連携していた

だいて、行っていただきたいなというふうに思

います。 

  ちなみに、後で総務省の常時啓発の資料は見て

いただければわかると思うんですけれども、選

管にインターンシップを招くとか、もう本当に

すぐにでもできるようなことたくさんやってお

りますので、ぜひそういったところも参考にし

ていただきたいなと思います。 

  あと本来であれば教育委員会の方に通告すれば

よかったんですけれども、でも、やはりよくよ

く考えれば、例えば、こんなこと言っていいの

かですけれども、20代、30代にある程度もう自

分ができてしまった人に、選挙に行きましょう

とポスターを見たり、それスピーカーで流した
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り、ＣＭ流したりというものが果たしてどれほ

ど投票行動に結びつくのかなというか、私はも

うはっきり言って疑問、ほとんどもう結びつか

ないんだろうなというふうに思っています。 

  やはり小さいころからのそういった教育ですよ

ね。その主権者教育といったらいいんですかね、

そういったものをぜひ逆にどんなことをしてい

るんですかと、今たくさん聞きたいところであ

ったんですけれども、学校現場で公民等とかで

いろいろ教えていらっしゃるとは思うんですけ

れども、単なる暗記だけの教科になるんじゃな

くて、生きた授業といいますか、そういった重

要性をぜひ伝えていただければなというところ

で、本日のところは要望させていただきたいと

思います。 

  まず、ぜひ来年４月、今言ったような啓発活動

なり環境整備なり、何か一つでも実現して、ぜ

ひ投票率の上昇に結びつけていければなという

ことを期待して、こちらのほうの質問は終わら

せていただきたいと思います。 

  次が、若者会議についてでありますけれども、

安部市長からも総括いただいて、サミットのほ

うも非常に手応えがあったようなお話をいただ

きました。ちょっとお話を聞いて少し理解がで

きなかったところが１点あるんですけれども、

市長もやっぱり一般の方が参加できる機会を設

けたいというお話をされた上で、これ総合計画

を策定するに当たってまちづくりフォーラムと

いうんでしょうか、仮称。そういったものの設

置を考えていらっしゃるというお話をされてい

らっしゃいましたけれども、市長が一般の方の

参加の機会を設けたいと思うというのと、この

まちづくりフォーラム、つまりこのことを指し

ていらっしゃったんでしょうか。ちょっとその

辺お聞きしたいです。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 先ほどの答弁で区分けがちょっ

と明確でなくお話ししたようなので、もう一遍

区分けをして話をいたします。 

  次期総合計画については審議会が立ち上がりま

した。６月５日に委嘱をしたわけですが、委員

は20名いらっしゃいます。そのうち、20名のう

ち30代が４名、40代が４名、合計８名いらっし

ゃいますので、まずいらっしゃるので、若い世

代の御意見をそこでまず一つお聞きできるとい

うふうに思います。 

  ただ、そういう役職組織があって、そこから出

てきていらっしゃいますので、この方々は全く

何も団体に属していない、肩書を持っていない

という人が集まってこられたわけではないわけ

です。 

  そして、次に、米沢まちづくりフォーラムとい

うような、それとは別に市民の方々から（仮

称）米沢まちづくりフォーラムというものを開

催をして御意見いただくという予定でおります。 

  ただ、それは、今のところどういう人が集まっ

てくるかというところまで煮詰まっていないも

のですから、またいろいろな団体に属した方々

が多いというような可能性もありますので、ま

ちづくりフォーラムの中身が煮詰まった時点で

の判断になりますが、これもやっぱりここでも

全く何も属していない、一個人の人が意見を言

う場とはなっていないというような状況のとき

には、若い人で何も属していなくて、一個人と

して意見を言いたいというような人の意見をお

聞きする場を確保しなくちゃいけないというふ

うに思っています。 

  そのことこそ中村議員が一貫して今までおっし

ゃってきた、こういう人たちにも意見を述べる

場を提供すべきだ、つくるべきだということに

対する対応だというふうに思っていますので、

そのようにしたいというふうに思っています。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） はい、わかりました。

ちょっと済みません。もう一度、済みません、

私はなかなか理解するのが苦手で、もう一度確
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認したいと思いますけれども、先ほど聞いたの

は、さっきの説明で、私まちづくりフォーラム

という組織体が、いわゆる総合計画を策定する

ための意見を言うあれかなと思ったんですよ。

だから、つまりそれだとまちづくり会議の若者

会議の提案がなくともでき上がっていた団体じ

ゃないのかなと。だから、ちょっとそう思った

ので、今の話だと、じゃあ30代、40代の８名の

方と、先ほどおっしゃったまちづくりフォーラ

ムは全く別だという意味合いなんですね。わか

りました。 

  ちなみに、そのまちづくりフォーラム、結構時

間たってきましたけれども、ぜひどんなイメー

ジかお聞かせいただきたいなと思うんです。や

っぱり会議体ってたくさんいろいろあるんです

けれども、全く未定でしょうか、ちょっとその

辺。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 まずは、この趣旨として

は、広く市民の方々から意見をいただきたいと

いうのが趣旨になります。今想定しております

のは、大体定員としては50名以内ぐらいで組織

をしたいというふうに思っております。できる

だけ若い方々に、こちらのほうには参画をいた

だきたいというふうに思っておりますので、団

体に対する声がけのほかに、公募というふうな

格好で30代、40代の方々にも多くの方に入って

いただけるようにしていきたいというふうに思

っています。 

  開催は、都合３回ないし４回ぐらいで、それぞ

れテーマ性を持ちながら、その中でテーマに沿

った意見をいただければというふうに思ってお

ります。それを審議会のほうにも意見として反

映をしていくような格好で総合計画全体をまと

めていきたいなというふうに考えております。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） そうすると、そのフォ

ーラムはあくまでも総合計画策定のための方向

性を導き出す会議体だということ、そういう位

置づけなんでしょうか。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 今般の総合計画策定に付

随した組織ということで御理解をいただきたい

というふうに思います。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） わかりました。それも

１つ市民の意見を聞くということで、非常に大

事な試みかとは思うんですけれども、壇上で述

べさせていただいたように、やっぱり私の趣旨

というのは、あくまでも若い人にターゲットを

絞っています。やっぱり若い人が自分たちで課

題を見つけて、それを議論してどうやって解決

するかと、そういった場をぜひつくっていただ

きたいんですよ。 

  聞き取りのときもお話しさせてもらったんです

けれども、長野県の小布施町なんかでも２年前

に若者会議始められました。あと新潟県の燕市

ですかね、始められました。これおのおの色が

あって、例えば小布施町だと３日間集中型の若

者会議、燕市のほうですと、年間通してのプロ

グラムをつくっているんですね。最初にみんな

と顔合わせして、徐々にいろんなものをくみ上

げていって、自分たちでいろんな計画を策定し

ていくんですよ。それがどの程度市で採用され

ているか、ちょっとそこまで詳しくホームペー

ジ上では見られなかったんですが、さまざまな

形があるかと思います。 

  それがさっき言ったまちづくりフォーラムが一

つのきっかけになるかもしれないんですけれど

も、やっぱりこれは何で設置してもらいたいか

というと、やっぱりここで意識が高い若い人っ

て絶対育ってくると思うんですよ。必ずそうい

う人というのがまちを引っ張ってくれるリーダ

ーになってくれるはずなので、やっぱりどうし

ても民間からそういう人がぽこぽこ、ぽこぽこ

出てくれば、それはもう理想ですけれども、や
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っぱりどこか行政がそのきっかけづくりという

ところでぜひ音頭をとっていただきたいという

ふうに思いますので、どうでしょうね、やっぱ

りこのまちづくりフォーラムとまた切り離した

ものを考えるというのは非常に難しいことでし

ょうか。部長、どうでしょうか。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 聞き取りの際に御指摘を

いただきましたので、小布施町もインターネッ

トで調べさせていただきました。35歳以下の若

い方々が集まって、町内で100人、町外から100

人集めて、関係者含めて240人で３日間、大変す

ばらしいなというふうに思いました。ここのす

ぐれたところは、やはり核になっている実行委

員会の組織が地元の若者の集団によって立ち上

がっている、そこに大学が関係したり、町が関

与したりしながら支えているというふうな連携

の姿がとれておりました。 

  やはりその行政主導できっかけづくりというふ

うな御意見は十分に理解はするわけであります

が、やはり民間が主体になってこうした動きが

出てくるところに、行政としては支援を、深く

かかわりながら支援をしていくという姿が最終

的にはこう理想型なんだなというふうに受けと

めさせていただきました。 

  今先ほども答弁の中にあったわけですが、青年

部サミット、目的があって開催されているわけ

であります。行政も参加をさせていただくわけ

でありますが、こうした小布施町のような動き

になっていくような新しい動きがそれぞれの団

体さんのほうで企画なりなんなりということが

あるのかないのかなどについても、各団体さん

とお話し合いをさせていただきながら探ってま

いりたいなというふうにも考えております。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１９番（中村圭介議員） 小布施町の若者会議見

ていただいたということで、本当に200名を超え

る県外からも集まってくるってすごい会議です。

見てもらったからわかると思うんですけれども、

実行委員長している人間が第１回目の企画に携

わった方で県外の人、すごい楽しいって移住し

てきた、移住してきた人間が第２回目の企画を

やっている。それだけ若者の力ってすごいんで

すよ。何か感じるものがあれば絶対に行動で動

かします。行政が必ずこういうまちをつくると

いったら、必ず応えてくれると思うんです。そ

れは間違いなく若者が応えてくれる。 

  まさにこれが物語っているなというふうに感じ

たところでありますので、見ていただいたとい

うことでありますので、ぜひその若い力を信じ

ていただいて、きっかけづくり、サポートとい

う言葉は出していただいたので、それがうまい

形で合致すればいいんでしょうけれども、ぜひ

その行政主体になるということも頭に入れてい

ただきながら、この件に関してはぜひ何とか米

沢方式というものをつくって、全国に発信して

いきたいなというふうに思っていますので、ぜ

ひ緩まぬ研究というんですかね、ぜひよろしく

お願いしたいと思います。 

  以上で終わります。 

○島軒純一議長 以上で19番中村圭介議員の一般

質問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○島軒純一議長 以上をもちまして、本日の日程は

終了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 

  午後 ４時０８分 散  会 
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